
店頭デリバティブ（株価指数・コモディティ・暗号資産ＣＦＤ） 

取引に係るご注意 

○ 本取引は、金融商品取引法及び商品先物取引法において不招請勧誘禁止の

対象となっている店頭デリバティブ（株価指数・コモディティ・暗号資産 CFD）

取引であるため、お客様より事前に要請がない限り訪問・電話による勧誘はで

きない取引です。（注 1） 

※ この取引に関して行われた勧誘が訪問・電話による場合、お客様の要請によるものであることを

改めてご確認ください。 

○ 本取引は、証拠金の額を上回る取引を行うことができることから、場合に

よっては、大きな損失が発生する可能性を有しています。また、その損失は、

差し入れた証拠金の額を上回る場合があります。お客様の窓口へのご来店又は

勧誘の要請により勧誘が開始された場合においても、本取引の内容等を十分ご

理解の上、お取引いただきますようお願いいたします。 

 

○ お取引内容に関するご確認・ご相談や苦情等につきましては、カスタマー

サービスセンター（0120-104-214（携帯電話からは、0570-550-104））

までお申し出ください。なお、株価指数 CFD および暗号資産 CFD のお取引

についてのトラブル等は、以下のＡＤＲ（注２） 機関における苦情処理・紛

争解決の枠組みの利用も可能です。 
 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 
電話番号 ０１２０－６４－5００５（フリーダイヤル） 

 
コモディティ CFDのお取引についてのトラブル等は、以下の機関
に相談することも可能です。 

 
日本商品先物取引協会「相談センター」 
電話番号 ０３－３６６４－６２４３ 

 
 
（注１） ただし、以下に該当する場合は適用されません。 
・当該取引に関して特定投資家に移行されているお客様の場合 
・勧誘の日前 1 年間に、２以上のお取引をいただいたお客様及び勧誘の日に未決済の残高をお持ち
のお客様の場合 
 
（注２） ＡＤＲとは、裁判外紛争解決制度のことで、訴訟手続によらず、民事上の紛争を解決しよ
うとする紛争の当事者のため、公正な第三者が関与して、その解決を図る手続をいいます。 
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店頭 CFD取引の契約締結前交付書面 

（この書面は、金融商品取引法第 37条の 3及び商品先物取引法第 217条の規定によりお渡しするも

のです。） 

 

 

この書面には、「店頭ＣＦＤ取引」（以下、「本取引」といいます）を行っていただく上でのリスクや留意

点が記載されています。あらかじめよくお読みいただき、ご不明な点は、お取引開始前にご確認くださ

い。 

 

ＣＦＤとは Contract For Difference の略称であるデリバティブ（金融派生商品）になります。本取

引は株価指数 CFD は株価指数・株価指数先物の、コモディティ CFD は商品あるいは商品先物の、暗

号資産 CFD は暗号資産等現物（以下、これらを「原資産」といいます）の価格を参照して行われる取

引であり、取引開始時点の価格と取引終了時点の価格との差額により決済が行われる差金決済取引です。 

 

本取引は、原資産の価格を参照して当社が提示する買値、売値の価格をお客様との相対で売買する取引

であり、原資産の価格の変動により損失が生ずることがあります。本取引は証拠金取引であり、少額の

証拠金を元に多額の取引が可能になるため、多額の利益が得られる可能性がある反面、多額の損失を被

る危険を伴う取引です。また、その損失はお客様が預け入れられた証拠金の額に限定されません。した

がって、取引を開始する場合又は継続して行う場合には、本書面だけでなく、取引の仕組みやリスクに

ついて十分研究し、自己の資力、取引経験及び取引目的等に照らして適切であると判断する場合にのみ、

自己の責任において行うことが肝要です。 

 

なお、本書面のほか、お客様は本取引を行う上で、当社の規程又は約款、取引ルール等をあらかじめよ

くお読みいただき、ご確認、ご同意の上で、自己の判断と責任においてお取引ください。 

 

本書面は、金融商品取引法第 2 条第 22 項に規定される店頭デリバティブ取引及び商品先物取引法第

2条第 14項に規定される店頭商品デリバティブ取引である店頭ＣＦＤ取引について説明します。 
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店頭ＣＦＤ取引のリスク等重要事項について 

 

手数料など諸費用について 

・取引手数料は新規・決済共に無料です。株価指数 CFD、コモディティ CFD

のうち先物が原資産である銘柄において、当社が定める日に建玉を保有し

ていた場合には、当社で定めた価格調整額が発生します。また、取引時間

終了時点で建玉を保有していた場合には、当社がカバー取引を行う際に発

生する金利および貸株料として金利調整額が建玉に発生します。暗号資産

CFD ではロールオーバー時に保有している建玉ごとに毎取引日調整額（以

下、「ファンディングレート」といいます。）が必要です。価格調整額およ

び金利調整額、ファンディングレートは当社が取引日単位で指定する料率

が適用されます。なお、料率は相場状況によって日々変動するため、固定

値として事前にお示しすることができません。 

・取引価格には、売値と買値に価格差（スプレッド）があります。スプレッ

ドは相場急変時等に拡げる場合がございます。 

 

店頭ＣＦＤ取引について 

・本取引は当社がお客様の相手方となって取引を成立させる相対取引となり

ます。当社がお客様に提示するＣＦＤ価格は、原資産の価格を参照して当

社が独自に提示する価格であり、原資産の価格で約定することを保証する

ものではありません。 

・本取引に際しては、当社が別途定める証拠金を担保として預託していただ

きます。 

 

暗号資産等と本邦通貨又は外国通貨との相違 

・暗号資産等は、本邦通貨又は外国通貨ではありません。また、特定の国家

又は特定の者によりその価値が保証されているものではありません。暗号

資産等は、代価の弁済を受ける者の同意がある場合に限り代価の弁済に使

用することができます。 

 

店頭ＣＦＤ取引のリスクについて 

 

＜価格変動リスク＞ 

・本取引は、原資産を参照して行う取引であり、当社が提示するＣＦＤ価格

の変動により損失が生じるリスクがあります。 

・当社が提示するＣＦＤ価格は原資産を参照して決定されるため、お客様は

原資産の価格変動を直接の原因として損失を生じるリスクがあります。 

・取引額がお客様の預託すべき証拠金の額に比して大きいため、前述の価格

変動による損失の額が差し入れた受入証拠金の額を上回る可能性があり

ます。 

・特定の国及び地域においては、暗号資産等の売買及び保有が法律等で禁止

されている場合があります。そのことを原因として、その国及び地域にお

ける暗号資産等の売買及び保有が著しく困難若しくは不可能となる可能

性があります。その結果、暗号資産等の需要が細り、価格が下落する可能

性があります。 
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・暗号資産等の価値は、暗号資産等取引の需給バランスとともに、様々な外

部環境の変化により日々刻々と変動しています。天災地変、戦争、テロ、

公衆衛生に関する緊急事態、政変・法律の改正、規制強化、他の類似の暗

号資産等の相場状況、また、その他予期せぬ特殊な事情などにより暗号資

産等の価格が急激に変動し、暗号資産等の取引が困難又は不可能となる場

合があります。 

 

＜ロスカットに伴うリスク＞ 

・お預かりしている受入証拠金を超える損失が発生しないようロスカット･

ルールを設けておりますが、ロスカット条件に合致した価格での約定を保

証するものではありません。従って、相場の急激な変動により証拠金の額

を上回る損失が生じる可能性があります。 

 

＜信用リスク＞ 

・本取引は、当社とお客様との相対取引であり、また、当社はお客様との取

引から生じるリスクの減少を目的として後記のカバー取引先の各社とカ

バー取引を行うことから、お客様は当社及びカバー取引先の各社に対する

信用リスクを負うことになります。そのため、当社及びカバー取引先の業

務又は財産の状況の悪化などにより、受入証拠金の一部または全部が返還

されず、損失が生じるリスクがあります。また、かかる損失はカバー取引

先が破綻等の不測の事態に陥った場合にも生じる可能性があり、その場合

には、その損失の額が差し入れた受入証拠金の額を上回る可能性がありま

す。 

 

その他の店頭ＣＦＤ取引の重要事項等について 

 

＜価格調整額＞  

・株価指数 CFD、コモディティ CFD のうち先物が原資産である銘柄におい

て、当社が定める日に建玉を保有していた場合には、当社で定めた価格調

整額が発生します。 

価格調整額は、原資産となっている先物の限月交代によって CFD の建玉

に発生する評価損益を調整するものです。参照原資産市場の最終取引日の

前の当社が定める日において、参照原資産の期近銘柄と期先銘柄の価格差

を基に算出します。 

 

＜金利調整額＞ 

・株価指数 CFD、コモディティ CFD において、取引時間終了時点で建玉を

保有していた場合には、当社がカバー取引を行う際に発生する金利および

貸株料として金利調整額が建玉に発生します。金利調整額は当社が定めた

額とし、毎取引時間終了後に翌取引日適用分を更新します。金利情勢の変

化等により、金利調整額が変動します。また、マイナス金利となる場合は、

当社への支払いとなります。 

 

＜ファンディングレート＞ 

・暗号資産 CFD では、取引日をまたいで建玉を保有した場合に建玉に応じ

て生じる調整額としてファンディングレートの受取りまたは支払いが発生



 5 

します。ファンディングレートは、市場の需給関係にもとづき日々変動し、

供給が需要を上回れば支払い、その逆であれば受取りとなります。 

 

＜電子取引にかかるリスク＞ 

・本取引は、インターネットを利用した電子取引となるため、当社、当社の

カバー取引の委託先、当社のシステム委託先、または通信回線業者等が所

有する通信回線またはシステム機器に障害が発生した場合は、ご注文・約

定、または金銭の受け払いに影響を及ぼす可能性があります。また、本来

あるべき価格での約定に訂正させていただく又は約定の取消しをさせてい

ただく場合があります。 

・土日における店頭 CFD 以外の当社システムの大規模な臨時メンテナンス

時等には、原則、暗号資産 CFD はお取引可能ですが、総合口座と店頭 CFD

取引口座間の振替入出金を行うことができません。差入期限までに追加証

拠金が必要な場合であっても、メンテナンス中は総合口座からの振替入金

を行うことはできませんので、あらかじめ証拠金へ振替いただくか、また

は建玉を整理するなど余裕をもったお取引をいただく必要があります。な

お、土日であっても暗号資産 CFD についてもお取引いただけないことが

あります。その場合には、前取引日で生じた暗号資産 CFD の追加証拠金

の差入期限が通常時より早い時間に変更となる可能性があります。 

 

＜注文に関するリスク＞ 

・逆指値注文は基準となるトリガー価格に達した場合に成行発注されるもの

であり、相場の急激な変動や、逆指値注文が出ている状態でシステムメン

テナンス等による営業休止を経た場合等によりお客様の指定された発注価

格と乖離した価格で約定するリスクがあります。 

 

＜ロスカット（強制決済）のリスク＞ 

・お客様の未決済の建玉について、相場の変動によって生じるお客様の損失

を限定することを目的とし、当社が定めるロスカット条件に合致したとき

は、お客様に事前に通知することなく、未約定の新規注文および決済注文

を取消したうえで、すべての建玉に対する決済注文を当社の任意により行

います。（以下、このルールを「ロスカットルール」、ロスカットルールの

適用による当社の任意による決済を「ロスカット」といいます。） 

・ロスカットルールは、商品区分口座毎に判定・適用されます。 

・ロスカットルールは損失を限定することを目的として定めるものですが、

ロスカット条件に合致した価格での約定を保証するものではありません。

特に、決済されるべき建玉が取引時間外等により取引できない場合、取引

開始を待って決済を行います。このような場合、その間の相場変動等によ

り損失が拡大するリスクがあります。従って、証拠金の額を上回る損失が

生じる可能性があります。 

・原則として定時のシステムメンテナンス中は当社の暗号資産 CFD におけ

る価格提示が停止しますので、ロスカット注文も含め注文の約定は行われ

ません。また、メンテナンス明け時点の価格によっては、ロスカットが生

ずるおそれがあり、それにより発生する損失の額は受入証拠金を上回る損

失が生じる可能性があります。余裕をもったお取引をお願いします。 
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＜期日の設定によるリスク＞ 

・店頭 CFD 取引においては、原則として決済期日はありません。 

ただし、次のような場合には、当社は当該の銘柄の新規建取引を停止する

とともに、任意の決済期日を設定します。 

お客様は、当該決済期日までに当該銘柄にかかるすべての建玉を決済する

必要があります。なお、決済期日までに決済をいただけない場合、当該決

済期日の翌取引日以降、当社の任意により決済を行います。 

・コーポレートアクションの発生等により取引されている店頭 CFD 銘柄

に条件等の変更や取扱いの停止等が発生した場合 

・上記の他、やむを得ない事由により当社が必要と判断した場合 

 

＜スプレッドにかかるリスク＞ 

・当社は、取引価格を売値（BID）および買値（ASK）を同時に提示する

2Way 方式で提示します。売値（BID）と買値（ASK）の間にスプレッド

（価格差）があり、相場状況の急変や店頭 CFD の流動性等により、スプ

レッド幅が拡がったり、意図した取引が出来ない可能性があります。当社

は通常、カバー取引先から提示される価格を参考に当社基準において価格

提示を行いますが、相場急変時や、カバー取引先の状況に変更が生じたこ

とから、カバー取引先からの価格提示がないなど、マーケットの実勢価格

が提示できないと当社が判断した場合には、価格提示を停止し、お客様の

お取引ができなくなる場合がございます。当社が価格提示を停止しており、

それを再開するときについては、カバー取引先のうち一社以上から価格提

示を受け、その価格がマーケットの実勢価格であると当社が判断した場合

に、価格提示を再開します。ただし、相場状況等によっては、価格を提示

するカバー先の数によらず、価格がマーケットの実勢価格であるか否かを

当社が判断し、お客様への価格提示の停止・再開を行う場合があります。

価格提示が停止し再開した場合において、再開した時点の価格によっては、

ロスカットが生ずるおそれがあり、それにより発生する損失の額が相場の

急激な変動によりお客様が差し入れた証拠金を上回る損失が生じるおそれ

があります。また、当社の提示価格がマーケットの実勢価格から明白に乖

離したと当社が認める場合は、当該提示価格の訂正又は取消を行う場合が

あります。 

 

 ＜利益相反リスク＞ 

・お客様と当社の間で取引が行われることから、一般的に利益相反が生じる

可能性があります。なお、当社では、出来るだけ公正な価格の安定的な提

示やリスク評価から妥当と目されるレベルのスプレッドの設定等に努める

ことにより利益相反が生じる可能性を可能な限り減ずるようにいたしま

す。 

 

＜流動性リスク＞ 

・原資産の流動性の低下等に伴い、当社が価格を提示する店頭 CFD の流動

性が低下することがあり、取引ができないリスクがあります。また、重要

な企業情報、経済指標の発表、要人発言などにより原資産が売買停止・規

制等により取引できない場合、当該店頭 CFD の取引が停止になるリスク

があります。また、原資産の取引時間以外に取引されている CFDの場合、
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スプレッド幅が拡がったり、最大注文数量等に制限が加えられる可能性が

あります。また、相場の急変時等に取引が執行されるまでに思いがけない

時間を要することがあります。また、天変地異、戦争、テロ、政変、政策

の変更、企業倒産、等の特殊な状況下で特定の店頭 CFD の取引が困難ま

たは不可能となる可能性もあります。 

 

＜暗号資産等のハードフォークに係るリスク＞ 

・当社が取り扱う暗号資産ＣＦＤの投資対象である暗号資産等が、ハードフ

ォーク（不可逆的な仕様変更）により 2つに分岐し、相互に互換性がなく

なる可能性があります。その場合、当該暗号資産等の大幅な価値変動、又

は取引が遡って無効になるリスク、取引が一時中断されるリスクがありま

す。 

 

＜51%攻撃のリスク＞ 

・当社が取り扱う暗号資産ＣＦＤの投資対象である暗号資産等については、

悪意ある者がハッシュレート（マイナーの計算力）全体の 51％以上を有

した場合、暗号資産の認証が正常に機能しなくなる可能性があります。そ

の結果、不正な取引を意図的に配信するリスクがあります。 

 

＜台帳とデータの改ざんリスク＞ 

・当社が取り扱う暗号資産ＣＦＤの投資対象である暗号資産等については、

信頼するバリデーターが意に反して結託した場合、台帳とデータが改ざん

されることにより、大幅な価格変動が起こる可能性があります。 

 

＜法律、規制、税制の変更に伴うリスク＞ 

・将来において、国内外の CFD 取引にかかる税制、法律、規則等が変更さ

れ、現状 より不利な取扱いとなる可能性があり、また、当社が提供する店

頭 CFD 取引に関連するサービスの一部又は全部を停止せざるを得ない可

能性があります。 

 

＜価格の誤表示にかかるリスク＞ 

・金融商品取引市場における CFD の原資産の価格と大幅に乖離している等、

カバー取引先が当社に提示する価格に誤りがあったものと当社が判断した

場合、当該誤った価格に基づき当社が提示した取引価格（インバリッド価

格）より成立したお客様の注文約定については、お客様に通知することな

く、取引を無効だったものとして処理することをあらかじめご了承くださ

い。 

 

＜その他の注意事項＞ 

・当社は、当社の任意により特定銘柄、またはすべての店頭 CFD 取引につ

いて、取扱いの変更またはサービスの提供の終了を決定することがありま

す。これらの決定により、お客様の保有建玉の全部又は一部について、当

社が定める決済期日以降、当社の任意により決済を行います。 

 

＜カバー取引先について＞ 

・ 当社は、お客様との取引から生じるリスクの減少を目的としてカバー取引
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を行います。なお、当社のカバー取引先は以下のとおりです。 

・ カバー取引先の各社にてカバー取引が行えない場合、お客様の取引により

当社に損失が生じる場合があり、またその間の相場変動によって当社の損

失が拡大することにより財務状況が変化してお客様の取引が継続できなく

なるおそれがあります。 

 

・株価指数 CFD 

商号または名称：大阪取引所 

 

 

・株価指数 CFD・コモディティ CFD 

商号または名称：シカゴ・マーカンタイル取引所 

Chicago Mercantile Exchange 

監督を受けている当局の名称等：米国証券取引委員会（ＳＥＣ）、 

米国商品先物取引委員会（CFTC） 

 

商号または名称：ジャンプ・トレーディング・ヨーロッパ・ベスローテン・

ヴェンノーツハップ 

Jump Trading Europe B. V. 

業務内容：金融商品取引業 

監督を受けている当局の名称等：AFM[オランダ金融市場庁] 

 

商号または名称：ヴァ―チュー・ファイナンシャル・シンガポール・ピーテ

ィーイー・リミテッド 

Virtu Financial Singapore Pte. Ltd. 

業務内容：金融商品取引業 

監督を受けている当局の名称等：MAS[シンガポール金融管理局] 

 

・暗号資産 CFD 

商号または名称：ビーツーシーツー・オーティーシー・リミテッド 

B2C2 OTC Ltd. 

業務内容：暗号資産流動性プロバイダー 

監督を受けている当局の名称等：英国 FCA  

 

商号または名称：SBI VC トレード株式会社 

業務内容：金融商品取引業、暗号資産交換業 

 

＜受入証拠金の管理方法について＞  

・お客様から預託を受けた証拠金は、金融商品取引法及び商品先物取引法の

規定に基づき、株価指数 CFD はみずほ信託銀行株式会社へ、コモディテ

ィCFDおよび暗号資産CFDはＳＢＩクリアリング信託株式会社へ金銭信

託を行う方法により、当社の自己資金とは分別・分離して管理・保管して

おります。 

・証拠金の分別金必要額については、お客様から預託を受けた証拠金に、実

現損益、評価損益等を加減した額とし、毎営業日を計算基準日として確定

した上で、追加差し入れが必要な場合には、計算基準日の翌日から起算し
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て２営業日以内にみずほ信託銀行株式会社およびＳＢＩクリアリング信託

株式会社に追加信託することにより、分別金必要額以上の残高を維持いた

します。 

・計算基準日と追加信託期限に時間差があること等から、信託されるまでの

間、追加差し入れする金銭は分別管理の対象になりません。 

・お客様から寄託を受けた証拠金に関して、お問い合わせがある場合には、

当社ご連絡窓口迄ご連絡下さい。 

※みずほ信託銀行株式会社およびＳＢＩクリアリング信託株式会社は、当社

から信託された金銭の管理のみを行い、当社から信託された金銭の内容に

ついては責任を負うものではありません。 

※みずほ信託銀行株式会社およびＳＢＩクリアリング信託株式会社は、お客

様の金銭の返還を保証するものではなく、当社に代わってお客様に対して

金銭などの支払義務を負うものではありませんので、お客様からみずほ信

託銀行株式会社およびＳＢＩクリアリング信託株式会社に対して金銭の返

還を直接請求することはできません。 

※みずほ信託銀行株式会社およびＳＢＩクリアリング信託株式会社は、当社

の運営及び管理責任を一切負いません。 

※みずほ信託銀行株式会社およびＳＢＩクリアリング信託株式会社に信託さ

れた金銭の返還は、信託契約上の受益者代理人を経由して実施され、返還

に際しては各種手続を伴う場合があります。 

 

店頭ＣＦＤ取引は、クーリング・オフの対象にはなりません 

・本取引に関しては、金融商品取引法第３７条の６の規定の適用はありませ

ん。なお、商品先物取引法においては金商法第３７条の６に相当する規定

はありませんが、同様に本取引はクーリング・オフの対象とはなりません。 
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ハードフォークに係る対応方針 

 

当社の取り扱い暗号資産 CFD の投資対象である暗号資産等に係るブロックチェーンにつ

いて、プロトコルの後方互換性・前方互換性のない大規模なアップデート（以下、「ハー

ドフォーク」という。）の実行が見込まれる場合及び当該ハードフォークにより新しい別

個の暗号資産が生じる場合の取り扱いは、以下の方針により実施します。 

 

１．大規模な分岐の発生に係る情報のお客様への伝達方法 

当社ホームページで公表します。 

 

２．大規模な分岐の発生時の対応方針 

①業務の一時停止措置の有無 

ハードフォークが生じた場合は、当該暗号資産等を投資対象とする暗号資産 CFD

の取引を一時的に停止する場合があります。 

②業務の一時停止措置を講ずる場合の判断基準 

ハードフォークによりお客様の資産の保全及びお客様との取引の履行に何らかの支

障が生ずるおそれがある場合には、ハードフォークの発生に備えてあらかじめ業務

を一時停止するなど、お客様資産の保全及びお客様との取引を確実に履行するため

に必要な措置を講じます。 

③業務の一時停止措置を解除する場合の判断基準 

原則として、上記②の状態が解消されたと判断された場合に解除します。 

④業務の一時停止及び停止を解除する場合のお客様への連絡方法 

当社ホームページで公表することにより、周知します。また、必要に応じて個別メ

ール等により周知することがあります。 

⑤業務の一時停止時及び再開時におけるお客様における注意事項 

ハードフォークの発生に伴い行った業務の一時停止期間中に生じた当該暗号資産の

価格変動によるお客様の損失については、当社は一切責任を負いません。 

 

３．分岐に伴い新たな暗号資産等が発生した場合の権利調整に関する対応方針 

当社の提供する暗号資産 CFD の投資対象である暗号資産等において、ハードフォー

クによる新たな暗号資産等の発生ならびに付与に伴う、建玉の権利調整を実施する場

合があります。その方法については、当社が独自に決定するものとし、権利調整に伴

い生じた費用を、お客様へ請求する場合があります。 
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店頭ＣＦＤ取引の仕組みについて 

 

当社による店頭ＣＦＤ取引は、金融商品取引法、商品先物取引法その他の関係法令及び当

社が加入する自主規制機関（加入協会）の規則を遵守して行ないます。 

 

■ 当社の取扱う各種ＣＦＤの概要 

店頭ＣＦＤ取引の取引対象となる各種 CFDの概要を以下に説明します。 

※当社取扱い銘柄等の詳細は当社 WEB サイト上の銘柄一覧にてご確認ください。取引に

当たってはその取引条件などの詳細をよく読みご理解された上でお取引ください 

 

株価指数ＣＦＤ 

・株価指数ＣＦＤの価格は、世界各国の市場に上場している株価指数先物の値動きを参照

して当社が提示いたします。 

・取引時間は、原資産となる株価指数先物の取引時間に準じて決定されています。 

・株価指数ＣＦＤには限月は設定されていません。その代わり、原資産となる株価指数先

物の限月交代によって価格調整額が発生いたします。 

・株価指数 CFD には金利調整額が発生いたします。 

 

コモディティＣＦＤ 

・コモディティ CFD の価格は、世界の主要な市場に上場している商品現物及び商品先物

の値動きを参照して当社が提示いたします。 

・コモディティ CFD には限月が設定されていません。但し、商品先物が原資産の銘柄の

場合、原資産となる商品先物の限月交代によって価格調整額が発生いたします。 

・コモディティ CFDには金利調整額が発生いたします。 

 

暗号資産 CFD 

・暗号資産 CFD の価格は、世界の主要な暗号資産交換業者など暗号資産等現物の値動き

を参照して当社が提示いたします。 

・暗号資産 CFD にはファンディングレートが発生いたします。 

 

■ 取引の方法 

当社が取り扱う店頭ＣＦＤ取引の内容は次のとおりです。 

 

取引形態 お客様と当社の相対取引 

取引日 

取引日は、ＣＦＤの種類ごとに、国内の金融機関の営業日及び外国の金融

機関の営業日を勘案し、当社が定めた日とします。従って日本の金融機関

の営業日とは異なる場合もあります。詳細は当社 WEB サイトをご確認く

ださい。 

※取引日の起算は東京時間午前 7時を基準にいたします。 

取引時間 

（ 日 本 時

間） 

取引時間は原則として各金融商品取引所の時間に準拠しておりますが、Ｃ

ＦＤの種類により取引時間は異なります。また原資産の市場の休日や夏時

間などにより変化します。 

標準時間：8:00～翌日 6:55 

夏時間：7:00～翌日 5:55 

※上記の取引時間内であっても、臨時システムメンテナンスのため取引で

きない場合がございます。 
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注文受付時間 

原則として、取引時間外を除く 24時間(ただしシステムメンテナンス時を

除く)売買注文を受付いたします。なお、取引停止時間帯にお受けできる注

文は、指値、逆指値、OCO、連続注文（親注文が成行の場合を除く）のみ

となり、売買注文の約定は取引時間内に行ないます。 

決済期限 無し 

決済方法 反対売買による差金決済(注 2) 

決済日 (受渡

日) 

約定時刻が取引開始の 8:00（夏時間 7:00）から 15:44 までの場合は

約定日＋１取引日、約定時刻が 15:45 から取引終了の翌 6:55（夏時間

翌 5:55）までの場合は約定日＋２取引日が決済日となります。 

 

1 注文あたり

の最大発注数

量 

各ＣＦＤにより異なります。詳しくは当社 WEB サイト上の銘柄一覧にて

ご確認ください。 

取引手数料 新規・決済ともに無料です。 

スプレッド 

当社は、CFD の取引価格を売値（BID）および買値（ASK）を同時に提示

する 2Way 方式で提示します。売値（BID）と買値（ASK）の間に価格差

があります。（この価格差を「スプレッド」といいます。）スプレッドは銘

柄毎に異なります。また、スプレッドは市場の流動性、価格変動、取引時

間等により変動します。 

金利調整額 

株価指数 CFD およびコモディティ CFD において、取引時間終了時点で建

玉を保有していた場合には、当社がカバー取引を行う際に発生する金利お

よび貸株料として金利調整額が建玉に発生します。金利調整額は当社が定

めた額とし、毎取引日終了後に翌取引日適用分を更新します。金利情勢の

変化等により、金利調整額が変動します。また、マイナス金利となる場合

は、当社への支払いとなります。 

価格調整額 

株価指数 CFD、コモディティ CFD のうち先物を原資産とする銘柄では、

当社が定める日に建玉を保有していた場合、当社で定めた価格調整額が発

生します。価格調整額は原資産となっている先物の限月交代によって店頭

CFD の建玉に発生する評価損益を調整するものです。参照原資産市場の最

終取引日の前の当社が定める日において、参照原資産の期近銘柄と期先銘

柄の価格差を基に算出します。 

ファンディ

ングレート 

暗号資産 CFD では、ロールオーバー時に保有している建玉に応じてファ

ンディングレートが発生します。ファンディングレートにつきましては

日々変動いたします。 

 

(注 1) 日本が祝日でも、海外が祝日でない場合、お取引いただけるケースもございます。詳

細につきましては、当社 WEBサイト上にてご確認ください。 

(注 2) 

 

 

 

原則として、保有ポジションの決済はお客様が注文を出すことで行われますが、お客

様の損失が所定の水準に達した場合、お客様のポジションを強制的に決済することが

あります(詳しくは、｢証拠金｣の｢(6)ロスカットの取扱い｣をご参照ください。)。ただ

し、相場が急激に変動した場合には、強制的に決済が行われても、証拠金の額を上回

る損失が生じることがあります。 

 

■取引レバレッジ（投資効率） 

 株価指数 CFD はレバレッジ 10倍、コモディティ CFD はレバレッジ 20倍、暗号資産

CFD では個人口座のお客様はレバレッジ 2 倍の取引となります。法人口座のお客様は、
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暗号資産 CFD では暗号資産ごとの暗号資産リスク想定比率を基に必要証拠金を算出する

ため、暗号資産等ごとにそれぞれレバレッジが異なる取引となります。 

※暗号資産リスク想定比率は、金融商品取引業等に関する内閣府令第 117 条第 51 項

第 1号に規定される定量的計算モデルを用い算出します。当社は、原則として、一般社

団法人日本暗号資産等取引業協会が毎週発表する暗号資産リスク想定比率を用います。 

※暗号資産等ごとの暗号資産リスク想定比率については、事前通知の上、当社にて金融商

品取引業等に関する内閣府令第 117 条第 51 項第 1 号に規定される定量的計算モ

デルを用い算出する場合があります。 

[注]取引レバレッジの上限は、金融商品取引法、その他関係法令諸規則等の改正、又は相

場の変動等によって変更する場合があります 

 

■ 証拠金 

(1)必要証拠金(注) 

商品区分口座ごと、注文ごとに取り決められた証拠金率により計算された金額を預託

していただきます。必要証拠金の計算は次のようになります。 

 

・買いポジションの場合： 

必要証拠金＝建玉数量（新規注文時は注文数量）×現在値（BID レート）×取引単位 

×必要証拠金率（％） 

 

・売りポジションの場合： 

必要証拠金＝建玉数量（新規注文時は注文数量）×現在値（ASKレート）×取引単位 

×必要証拠金率（％） 

※CFD の価格変動に応じて必要証拠金の額は変動いたしますのでご注意ください。 

 

ＣＦＤの種類 必要証拠金率 レバレッジ 

株価指数 CFD 10％ 約 10倍 

コモディティ CFD 5％ 約 20倍 

暗号資産 CFD 50％ 約 2倍 

（注） 

 

取引毎に予め預託する事が必要な担保金。日本円に限ります。有価証券による代用は

できません。また、相場の状況により必要証拠金を変更する場合がございますので、

予めご了承ください。 

 

(2)証拠金の差入れ 

新規に売買注文を行う前に必要な証拠金(日本円に限ります。有価証券による代用はで

きません。)をお預けいただく前受制にさせていただきます。 

事前にお客様の証券総合口座から店頭ＣＦＤ取引口座に必要額をお振替えください。 

(注) 不測の状況に備えて受入証拠金をあらかじめ多めに預託していただくなど、十分

に余裕をもってお取引いただきますようお願いいたします。 

 

(3)追加証拠金の差入れ 

日次で当社において判定をおこない、商品区分口座のいずれかで証拠金維持率が

100%を下回っていた場合、お客様が証券総合取引口座から店頭 CFD 口座に振替入

出金を行った際に預託証拠金が反映される口座（以下、「マスタ口座」という。）の出

金可能額の範囲内で当該証拠金維持率が 100%を下回った口座の証拠金維持率が

100%になる場合のみ、証拠金を自動振替いたします。複数の商品区分口座で証拠金
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維持率が 100%を下回っていた場合、不足額が少ない順に商品区分口座へ証拠金を自

動振替いたします。充当する金額がマスタ口座で足りなかった場合、当社の定める期

日までにお客様ご自身で充当する必要があります。建玉決済またはレート変動による

評価損益の回復により証拠金維持率が回復した場合、または総合口座からマスタ口座

への入金があって不足額を上回っていた場合、追加証拠金は充当されます。期日まで

に追加証拠金の差入れが行われなかった場合、当社の任意により、該当する商品区分

口座のすべてのポジションを反対売買することができるものとします。 

 

(4)不足金の差入れ 

お預りしている受入証拠金を超える損失が発生しないようロスカット･ルールを設け

ておりますが、相場の急激な変動等により損失が受入証拠金の額を超える場合があり

ます。決済の結果損失が発生し、受入証拠金で充当できない場合は、証券総合口座か

ら強制的に不足金を充当します。 

 

(5) 証拠金の振替 

出金可能額の範囲内で、証券総合取引口座、および他の商品区分口座への振替が可能

です。金融機関口座への出金は、証券総合取引口座への振替後、証券総合取引口座よ

りお手続きしてください。（店頭 CFD 口座より直接出金することは出来ません。）振替

指示は、当社WEB サイトにて、メンテナンス時間中を除き、いつでも行うことが可能

です。 

 

(6)ロスカットの取扱い 

ロスカットとは、お客様の損失を一定額に抑えるため、証拠金維持率が一定の割合を下

回ったとき、商品区分口座ごとの全保有ポジションを強制的に反対売買することです。

取引時間中に委託証拠金が必要証拠金の 50％を下回った場合、お客様に事前に通知す

ることなく、当社の任意により、該当する商品区分口座のすべてのポジションを反対売

買することができるものとします。 

※ロスカットは、ロスカット水準での決済、及び損失を保証するものではありません。

特に、ロスカット発動時に反対売買により決済されるべき CFD が取引時間外等の理由

により取引が出来ない場合、取引開始を待って執行されることになります。そのため、

その間の相場変動によっては損失が拡大し、証拠金の額を超える損失が生じる可能性も

ありますので、ご注意ください。 

 

(7)アラート通知 

  証拠金維持率が 100%を下回った時点でプレアラート、70％を下回った時点でアラ

ート通知をおこないます。 

 

■投資可能資金額 

コモディティ CFD 取引では、口座開設時にお客様に投資可能資金額を申告いただく必

要があります。投資可能資金額とは、コモディティ CFD 取引により損失を被ってもお

客様の生活に支障のない範囲で定める資金額であり、お客様がコモディティ CFD 取引

における損失として許容できる金額をいいます。なお、お客様に申告いただく年収と

金融資産から当社で申告可能な範囲を定めております。当社では、口座開設時にお客

様から申告いただいたコモディティ CFD 取引に係る投資可能資金額をもとに定期的

にお客様の損失状況をモニタリングし、当社が定める取引基準に抵触した場合、お客

様のコモディティ CFD 取引の新規取引を一定期間停止させていただく場合がありま
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す。 

 

■ 決済に伴う金銭の授受 

(1)決済方法 

店頭ＣＦＤは反対売買をする事により決済を行います。「買い」の未決済ポジションを

決済するには、当該ＣＦＤを売ります。「売り」の未決済ポジションを決済するには、

当該ＣＦＤを買います。店頭 CFD 取引には取引期限がありません。そのポジションを

お客様が反対売買するまで決済されないことにご留意ください。 

※ただし、取引されている店頭ＣＦＤ銘柄に条件等の変更や取扱いの停止等が発生し

た場合その他やむを得ない事由が発生した場合、当社の任意で決済期限を設定させ

ていただくことやお客様の未決済ポジションを当社の任意で決済させていただくこ

とがありますので予めご了承ください。また、ロスカットルールが適用された場合

に関してもお客様の未決済ポジションは強制決済されますのでご留意ください。 

 

■小数点の取扱い 

お客さまの店頭 CFD における評価損益及び確定損益の小数点につき、小数点第 0 位

まで計算いたします（買建玉は小数点下 1桁目を切り上げ、売建玉は小数点下 1桁目

を切り捨て致します）。建玉している間の、ファンディングレートは小数点第 0位まで

計算されて保持されます。資産評価額から出金する際は、端数まで含めた金額を送金

できませんので、出金金額は 1 円以上となります。なお、お客さまの出金後の資産評

価額（残高）が、1 円未満となった場合、当社において資産評価額（残高）を 0 円

として処理することができるものとします。 

 

■ 税金 

個人のお客様が行った株価指数CFD取引およびコモディティCFD取引における益金

（売買による差益±金利調整額±権利調整額）は、「先物取引に係る雑所得等」として

申告分離課税の対象となり、原則として確定申告をする必要があります。税率は、所

得税が 15%、地方税が５％となります（注）。その損益は、差金等決済をした他の先

物取引の損益と通算でき、また通算して損失となる場合は、一定の要件の下、翌年以

降 3年間繰り越すことができます。 

一方で、個人のお客様が行った暗号資産 CFD 取引における益金（売買による差益から

ファンディングレートを加減算した収益をいいます。）は、「雑所得」として総合課税

の対象となり、原則として確定申告をする必要があります。 

法人のお客様が行った店頭 CFD 取引で発生した益金は、法人税に係る所得の計算上、

益金の額に算入されます。 

金融商品取引業者は、お客様が店頭 CFD 取引を行った場合には、原則として、お客様

の住所、氏名、支払金額等を記載した支払調書を当該金融商品取引業者の所轄税務署

長に提出します。 

なお、税制が改正された場合等は、上記の内容が変更になる場合があります。詳しく

は税理士等の専門家にお問い合わせください。 

（注）復興特別所得税の課税により、2013 年から 2037 年まで（25 年間）は各

年分の所得税の額に 2.1%を乗じた金額（利益に対して 0.315％）が、追加的

に課税されます。 
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店頭ＣＦＤ取引手続きについて 

 

お客様が当社と店頭ＣＦＤ取引を行う際の手続きの概要は、次のとおりです。 

当社はお取引の手段として、オンライン取引サービスをご提供いたします。売買注文･

出金指示等、お取引の全てはオンライン取引サービスをご利用いただき、お客様ご自身に

よって行っていただきます。(注) 

 (注)オンライン取引サービスを除く他の手段(電話、E メール、FAX等)によって売買注文

のご依頼をいただきましても、事故の発生を未然に防ぐため等の理由により当社では

執行いたしません。お客様にとっては大変ご不便かとは存じますが、ご理解ください。 

 

(1)口座開設 

店頭 CFD 取引口座の開設を申し込まれる際は、本書面のほか、「店頭 CFD 取引約款」

等の書面を交付します。あらかじめこれらの書面をよくお読みいただき、店頭 CFD の

取引の内容及びリスクを十分にご理解のうえ、口座開設を申込ください。 

なお、申込の際には、店頭 CFD の取引内容及びリスクを理解し、お客様の判断と責任

において店頭 CFD 取引を行う旨のご了承をお願いしております。（書面等の交付、及

び店頭CFD取引口座の開設申込みは、お客様のご承諾をいただいたうえで、当社WEB

サイトを通じて電磁的方法により行っていただきます。） 

当社では口座開設審査基準を設け、お客様の商品に対する知識・資産の内容・投資経

験等をもとに審査を行ったうえで口座開設手続きを行います。審査の結果口座開設を

お受けできない場合があります。その際の審査内容等については開示しておりません

のであらかじめご了承ください。 

 

(2)注文の方法 

お客様は、店頭 CFD取引サイトで、店頭ＣＦＤ取引に係る取引注文を行うことができ

ます。電話等それ以外の手段による注文の受託は、システム障害時を含めて一切行い

ませんのでご了承ください 。 

 

(3)注文の指示事項 

店頭ＣＦＤ取引の注文をするときは、当社の注文受付時間内に、次の事項を正確に指

示してください。 

① 銘柄 

② 売買の別 

③ 新規・決済の別 

④ 注文数量 

⑤ 注文の種類および関連する事項 

⑥ 注文レート 

⑦ 注文の有効期限 

 

(4)売買注文の種類 

（1）成行注文 

成行注文は、発注する銘柄、売買の別、数量、スリッページが選択された画面におい

て、現在の価格が表示された発注ボタンを押下するとその価格で発注される注文です。 

スリッページとは、お客様が注文発注ボタンを押下してから、お客様の注文が当社の

サーバーに到達するまでの間にレート変動がある場合、注文発注時点のレートとは異

なるレートで約定することがあり、注文発注時点における表示レートは｢参考レート｣

であるため、必ずしも約定するレートと同一であるとは限りません。当該価格差は、
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お客様端末と当社システムの間の通信及び当社システムがお客様の注文を受け付けた

後の約定処理に要する時間の経過に伴い発生するものです。  

この場合、お客様にとって有利・不利どちらのレートであっても約定します。 

また、お客様は、注文時点で当該画面に表示されている価格を注文価格として発注す

るとともにスリッページ幅を指示することができ、お客様が指定したスリッページ幅

の範囲以内であれば、全数量が約定し、範囲外であった場合には全数量の注文受付が

拒否されます。 

スリッページ幅を「設定しない」場合は、許容できる乖離幅を指定しないことになり、

注文価格と乖離しても約定するため相場急変時は乖離幅が大きくなることとなり想定

外の約定価格となる場合がありますのでご注意ください。 

※ロスカット（強制決済）による注文の執行は、成行注文により行います。 

 

（2）指値注文 

指値注文は、お客様が注文価格を指定して発注する注文です。指値注文は、お客様の

注文価格が基本価格よりも有利な価格（買い指値注文の場合は配信価格の ASK 価格以

下の値段、売り指値注文の場合は配信価格の BID 価格以上の値段）として指定された

場合のみ、有効な注文として受注されます。 

指値注文はお客様の指定した有効期限内で、買い指値注文は基本価格の ASK 価格が注

文価格以下となった時点で当該注文価格を以って全数量を約定し、売り指値注文は基

本価格の BID 価格が注文価格以上となった時点で当該注文価格を以って全数量を約定

します。 

 

（3）逆指値注文 

逆指値注文は、お客様が注文執行のトリガーとなる価格（以下、「トリガー価格」とい

います）を指定して発注する注文です。逆指値注文は、受注時における基本価格に対

して、不利な価格がトリガー価格として指定された場合のみ、有効な注文として受注

されます。 

逆指値注文はお客様の指定した有効期限内で、買い逆指値注文は、基本価格の ASK 価

格がお客様の指定したトリガー価格と一致またはそれを上回る価格となった時点で当

該基本価格を以って全数量を執行し、売り逆指値注文は、基本価格の BID 価格がお客

様の指定するトリガー価格と一致またはそれを下回る価格となった時点で当該基本価

格を以って全数量を執行します。お客様が指定するトリガー価格と実際の約定価格と

の間には乖離が発生する場合があります。逆指値注文においてもこのスリッページが

発生する場合、有利になる場合もあれば、不利になる場合もあります。 

 

（4）OCO 注文 

「One Cancels the Other」の略で、異なる 2つの注文（指値と逆指値）を出してお

き、どちらか一方が約定したら残りは自動的にキャンセルされる注文種別です。 

 

(5)注文の有効期間 

注文の有効期限は、「当日」「週末」「無期限」「日時指定」のいずれかより選択してく

ださい。 

「日時指定」は、時分単位での指定が可能です。 

店頭 CFD 取引には取引期限がないため、「無期限」を指定した場合は原則として、お

客様ご自身が当該注文を取消すまで有効に取り扱われることになりますのでご注意く

ださい。 

なお、コーポレートアクションの発生等により該当の店頭 CFD 銘柄に条件等の変更や
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取扱いの停止が発生した場合その他やむを得ない事由が発生した場合には、お客様の

注文を当社で取消させていただく場合がありますのであらかじめご了承ください。 

 

(6)証拠金の差入れ 

店頭ＣＦＤ取引の注文をするときは、当社に所定の証拠金を差入れていただきます。(詳

しくは、｢証拠金｣をご参照ください。) 

 

(7)両建てポジション 

同一の銘柄の売ポジションと買ポジションを同時に持つ場合（以下、「両建て」といい

ます。）は、取引金額の多いポジションにのみ必要証拠金が必要となります。ただし、

指値･逆指値の未約定の新規注文につきましてはそれぞれの注文に係る必要証拠金が

必要となります。 

「両建て」は、お客様にとって、売り買い両ポジションについて反対売買時にスプレ

ッドによるコストを二重に負担することなどのデメリットがあり、経済合理性を欠く

おそれがありますのでご留意ください。 

 

(８)取引成立の報告 

お客様の店頭ＣＦＤ取引に係る注文が約定した場合、当社は取引の内容等を明らかに

した取引報告書（取引報告書兼取引残高報告書）をお客様に交付します。なお、取引

報告書の交付は電磁的方法により行います。 

 

(９)建玉制限数量 

お客様の当初の建玉制限数量は、原則として銘柄ごとに 99,999枚とさせていただき

ますが、お客様の取引経験や取引の適合性を踏まえ、別途個別に制限数量を設定させ

ていただく場合がございます。 

 

(10)お客様の禁止行為 

a)債権の譲渡･質入れ 

お客様が当社に対して有する店頭ＣＦＤ取引にかかる債権は、第三者に対して譲渡、

質入れ、担保設定、名義変更、その他一切の処分はできません。 

b)口座の貸借 

お客様の名義をもって、第三者に店頭ＣＦＤ取引口座の開設及び取引をさせてはいけ

ません。 

 

(11)契約の終了事由 

  下記の事項に該当した場合、お客様との店頭ＣＦＤ取引にかかる契約は終了すること

となります。 

a)お客様が当社に対し店頭ＣＦＤ取引の解約の申し入れをしたとき 

b)お客様が、関係法令諸規則、当社各規程、店頭ＣＦＤ取引約款、その他当社が定め

る取引ルールに定める事項に違反し、当社がＣＦＤ取引の解約を通告したとき 

c)お客様が店頭ＣＦＤ取引約款の変更に同意しないとき 

d)当社がやむを得ない事由によりサービス提供の中止を申出た場合 

 

(12)その他 

当社からの通知や報告書の内容は必ずご確認のうえ、万一、記載内容に相違または疑義

があるときは、速やかに当社カスタマーサービスセンターまでご照会ください。 
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店頭デリバティブ取引にかかる禁止行為  

  

1. 株価指数ＣＦＤ・暗号資産 CFD 

 

金融商品取引業者は、金融商品取引法により、顧客を相手方とした株価指数ＣＦＤ取

引及び暗号資産 CFD取引、又は顧客のために株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD

取引の媒介、取次ぎ若しくは代理を行う行為（以下、「株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資

産 CFD 取引行為」といいます。）に関して、次のような行為が禁止されていますので、

ご注意下さい。また、26項～３８項は当社及びお客様ともに行ってはならない禁止行

為、39項～41項はお客様が行ってはならない禁止行為となりますので、あわせてご

注意ください。 

 

1. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約（顧客を相手方とし、又は顧客の

ために株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引行為を行うことを内容とする契

約をいいます。以下同じ。）の締結又はその勧誘に関して、顧客に対し虚偽のこと

を告げる行為 

2. 顧客に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると誤解さ

せるおそれのあることを告げて株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引契約の

締結を勧誘する行為 

3. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引契約の締結の勧誘の要請をしていない

顧客に対し、訪問し又は電話をかけて、株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取

引契約の締結の勧誘をする行為（ただし、金融商品取引業者が継続的取引関係にあ

る顧客（勧誘の日前１年間に、２以上の株価指数ＣＦＤ取引または暗号資産 CFD

取引のあった者および勧誘の日に未決済の株価指数ＣＦＤ取引または暗号資産

CFD 取引の残高を有する者に限ります。）に対する勧誘は禁止行為から除外されま

す。） 

4. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約の締結につき、その勧誘に先立っ

て、顧客に対し、その勧誘を受ける意思の有無を確認することをしないで勧誘をす

る行為 

5. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約の締結につき、顧客があらかじめ

当該株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD取引契約を締結しない旨の意思（当該

勧誘を引き続き受けることを希望しない旨の意思を含みます。以下同じです。）を

表示したにもかかわらず、当該勧誘をする行為又は勧誘を受けた顧客が当該株価指

数ＣＦＤ及び当該暗号資産CFD取引契約を締結しない旨の意思を表示したにもか

かわらず、当該勧誘を継続する行為 

6. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約の締結又は解約に関し、顧客に迷

惑を覚えさせるような時間に電話又は訪問により勧誘する行為 

7. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引について、顧客に損失が生ずることに

なり、又はあらかじめ定めた額の利益が生じないこととなった場合には自己又は第

三者がその全部若しくは一部を補てんし、又は補足するため当該顧客又は第三者に

財産上の利益を提供する旨を、当該顧客又はその指定した者に対し、申し込み、若

しくは約束し、又は第三者に申し込ませ、若しくは約束させる行為 

8. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引について、自己又は第三者が顧客の損

失の全部若しくは一部を補てんし、又は顧客の利益に追加するため当該顧客又は第

三者に財産上の利益を提供する旨を、当該顧客又はその指定した者に対し、申し込

み、若しくは約束し、又は第三者に申し込ませ、若しくは約束させる行為 
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9. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引について、顧客の損失の全部若しくは

一部を補てんし、又は顧客の利益に追加するため、当該顧客又は第三者に対し、財

産上の利益を提供し、又は第三者に提供させる行為 

10. 本書面の交付に際し、本書面の内容について、顧客の知識、経験、財産の状況およ

び株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引契約を締結する目的に照らして当該

顧客に理解されるために必要な方法および程度による説明をしないこと 

11. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約の締結又はその勧誘に関して、重

要な事項につき誤解を生ぜしめるべき表示をする行為 

12. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約につき、顧客若しくはその指定し

た者に対し、特別の利益の提供を約し、又は顧客若しくは第三者に対し特別の利益

を提供する行為（第三者をして特別の利益の提供を約させ、又はこれを提供させる

行為を含みます。） 

13. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引契約の締結又は解約に関し、偽計を用

い、又は暴行若しく は脅迫をする行為 

14. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引契約に基づく株価指数ＣＦＤ取引及び

暗号資産CFD取引行為をすることその他の当該株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産

CFD 取引契約に基づく債務の全部又は一部の履行を拒否し、又は不当に遅延させ

る行為 

15. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引契約に基づく顧客の計算に属する金銭、

有価証券その他の財産又は証拠金その他の証拠金を虚偽の相場を利用することそ

の他不正の手段により取得する行為 

16. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産CFD取引契約の締結を勧誘する目的があること

を顧客にあらかじめ明示しないで当該顧客を集めて当該株価指数ＣＦＤ及び当該

暗号資産 CFD 取引契約の締結を勧誘する行為 

17. あらかじめ顧客の同意を得ずに、当該顧客の計算により株価指数ＣＦＤ取引及び暗

号資産 CFD 取引をする行為 

18. 個人である金融商品取引業者又は金融商品取引業者の役員（役員が法人であるとき

は、その職務を行うべき社員を含みます。）若しくは使用人が、自己の職務上の地

位を利用して、顧客の株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引に係る注文の動

向その他職務上知り得た特別の情報に基づいて、又は専ら投機的利益の追求を目的

として株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引をする行為 

19. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引行為につき、顧客から資金総額につい

て同意を得た上で、売買の別、銘柄、数量及び価格のうち同意が得られないものに

ついては、一定の事実が発生した場合に電子計算機による処理その他のあらかじめ

定められた方式に従った処理により決定され、金融商品取引業者がこれらに従って、

取引を執行することを内容とする契約を締結する場合において、当該契約を書面に

より締結しないこと（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法により締結する場合を除きます。） 

20. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引行為につき、顧客に対し、当該顧客が

行う株価指数ＣＦＤ取引の売付又は買付と対当する取引（これらの取引から生じ得

る損失を減少させる取引をいいます。）の勧誘その他これに類似する行為をするこ

と 

21. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引につき、顧客が預託する証拠金額（計

算上の損益を含みます。）が金融庁長官の定める額に不足する場合に、取引成立後

直ちに当該顧客にその不足額を預託させることなく当該取引を継続すること 

22. 株価指数ＣＦＤ取引及び暗号資産 CFD 取引につき、営業日ごとの一定の時刻にお
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ける顧客が預託した証拠金額（計算上の損益を含みます。）が金融庁長官の定める

額に不足する場合に、当該顧客にその不足額を預託させることなく取引を継続する

こと 

23. 顧客にとって不利なスリッページが発生する場合（注文時の価格より約定価格の方

が顧客にとって不利な場合）には、顧客にとって不利な価格で取引を成立させる一

方、顧客にとって有利なスリッページが発生する場合（注文時の価格より約定価格

の方が顧客にとって有利な場合）にも、顧客にとって不利な価格で取引を成立させ

ること 

24. 顧客にとって不利な価格で取引を成立させるスリッページの範囲を、顧客にとって

有利な価格で取引を成立させるスリッページの範囲よりも広く設定すること（顧客

がスリッページを指定できる場合に、顧客にとって不利な価格で取引を成立させる

スリッページの範囲が、顧客にとって有利な価格で取引を成立させるスリッページ

の範囲よりも広くなるよう設定しておくことを含む。） 

25. 顧客にとって不利なスリッページが発生する場合に成立させる取引額の上限を、顧

客にとって有利なスリッページが発生する場合に成立させる取引額の上限よりも

大きく設定すること 

26．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引について、不正の手段、計画又は技

巧をすること 

27．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引について、重要な事項について虚偽

の表示があり又は誤解を生じさせないために必要な重要な事実の表示が欠けてい

る文書その他の表示を使用して金銭その他の財産を取得すること 

28．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引を誘発する目的をもって虚偽の相場

を利用すること 

29．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引のため、又は暗号資産等の相場の変

動を図る目的をもって、風説を流布し、偽計を用い、又は暴行若しくは脅迫をする

こと 

30．権利の移転を目的としない仮装の株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD 取引を

すること 

31．金銭の授受を目的としない仮装の株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD 取引を

すること 

32．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引の申込と同時期に、当該取引の約定

数値と同一の約定数値において、他人が当該取引の相手方となることをあらかじめ

通謀の上、当該取引の申し込みをすること 

33．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引の申込と同時期に、当該取引の対価

の額と同一の対価の額において、他人が当該取引の相手方となることをあらかじめ

通謀の上、当該取引の申し込みをすること 

34．株価指数 CFD 取引及び暗号資産 CFD取引の申込と同時期に、当該取引の条件

と同一の条件において、他人が当該取引の相手方となることをあらかじめ通謀の上、

当該取引の申し込みをすること 

35．30～34に掲げる行為の委託等又は受託等をすること 

36．暗号資産等の売買等が繁盛であると誤解させ、又は暗号資産等の相場を変動させ

るべき一連の暗号資産等の売買等又はその申し込み、委託等若しくは受託等をする

こと 

37．暗号資産等の相場が自己又は他人の操作によって変動するべき旨を流布すること 

38．暗号資産売買等を行うにつき、重要な事項について虚偽であり又は誤解を生じさ

せるべき表示を故意にすること 
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39．架空の名義又は他人の名義など本人名義以外の名義で行う取引 

40．その他不適正な取引として当社が定める取引 

41．当社が顧客情報として取得する情報に関し、虚偽又は故意に誤った情報を申告す

ること 

42．暗号資産関係情報を利用した取引であるまたはその恐れが高いと判断した場合に、

当該顧客への注意喚起、当該取引に係る注文の謝絶、当該顧客との取引の停止など、

適切な措置を講じないこと 

 

2. コモディティ CFD  

 

商品先物取引業者は、商品先物取引法により、顧客を相手方としたコモディティ CFD

取引、又は顧客のためにコモディティ CFD取引の媒介、取次ぎ若しくは代理を行う行

為（以下、「コモディティ CFD 取引行為」といいます。）に関して、次のような行為が

禁止されていますので、ご注意下さい。 

 

1. 顧客に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると誤認さ

せるおそれのあることを告げてコモディティCFD 取引の勧誘をすること 

2. コモディティ CFD 取引契約の締結又はその勧誘に関して、顧客に対し虚偽のこと

を告げること 

3. コモディティ CFD 取引の申込みを行わない旨の意思（申込みの勧誘を受けること

を希望しない旨の意思を含む）を表示した顧客に対し、コモディティ CFD 取引の

申込みの勧誘をすること 

4. 顧客に対し、迷惑を覚えさせるような仕方でコモディティ CFD 取引の申込みの勧

誘をすること 

5. コモディティ CFD 取引契約の締結の勧誘に先立って、顧客に対し、自己の商号又

は名称及びコモディティCFD取引の勧誘である旨を告げた上でその勧誘を受ける

意思を確認することをしないで勧誘すること 

6. コモディティCFD取引契約の締結の勧誘の要請をしていない顧客に対し、訪問し、

又は電話をかけて、コモディティ CFD 取引契約の締結を勧誘すること 

7. 顧客の指示を遵守することその他のコモディティCFD取引契約に基づく顧客に対

する債務の全部または一部の履行を拒否し、又は不当に遅延させること 

8. 顧客の指示を受けないで、顧客の計算によるべきものとして取引をすること 

9. コモディティ CFD 取引行為につき、顧客に対し、取引単位を告げないで勧誘する

こと 

10. コモディティ CFD 取引行為につき、決済を結了する旨の意思を表示した顧客に対

し、引き続き当該取引を行うことを勧めること 

11. コモディティ CFD 取引行為又はこれらに係る勧誘に関して、重要な事項について

誤解を生ぜしめるべき表示をすること 

12. コモディティCFD取引契約の締結を勧誘する目的があることを顧客にあらかじめ

明示しないで当該顧客を集めて当該コモディティCFD取引契約の締結を勧誘する

こと 

13. コモディティ CFD 取引行為に関し、受渡状況その他の顧客に必要な情報を適切に

通知していないと認められる状況において、商品先物取引業に係る行為を継続する

こと 

14. 商品先物取引業に係る電子情報処理組織の管理が十分でないと認められる状況に

あるにもかかわらず、商品先物取引業を継続すること 
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15. 個人顧客を相手方としてコモディティ CFD取引を行う場合において、当該個人顧

客がその計算において行ったコモディティCFD取引を決済した場合に当該個人顧

客に生ずることとなる損失の額が、当該個人顧客との間であらかじめ約した計算方

法により算出される額に達する場合に行うこととするコモディティCFD取引の決

済（以下、「ロスカット取引」という。）を行うための十分な管理態勢を整備してい

ない状況にあるにもかかわらず、商品先物取引業を継続すること 

16. 個人顧客を相手方としてコモディティ CFD取引を行う場合において、当該コモデ

ィティ CFD 取引について、ロスカット取引を行っていないと認められる状況にあ

るにもかかわらず、商品先物取引業を継続すること 

17. 個人顧客を相手方としてコモディティ CFD取引を行う場合において、当該商品先

物取引業者が当該個人顧客から預託を受けた取引証拠金等の額に当該コモディテ

ィ CFD 取引を決済した場合に顧客に生ずることとなる利益の額を加え、又は当該

コモディティCFD取引を決済した場合に顧客に生ずることとなる損失の額を減じ

て得た額（以下、「実預託額」という。）が約定時必要預託額に不足するにもかかわ

らず、直ちに当該個人顧客にその不足額を当該商品先物取引業者に預託させること

なく、当該コモディティ CFD 取引を行うこと 

18. 個人顧客を相手方としてコモディティ CFD取引を行う場合において、その営業日

ごとの一定の時刻における当該コモディティCFD取引に係る取引証拠金等の実預

託額が維持必要預託額に不足するにもかかわらず、速やかに当該個人顧客にその不

足額を当該商品先物取引業者に預託させることなく、当該コモディティ CFD 取引

を行うこと 

19. 個人顧客を相手方とし、又は個人顧客のためにコモディティ CFD取引行為を業と

して行う場合において、当該個人顧客に対し、当該個人顧客が行うコモディティ

CFD 取引の売付け又は買付けその他これに準ずる取引と対当する取引（これらの

取引から生じ得る損失を減少させる取引をいう。）の勧誘その他これに類似する行

為をすること 

20. 個人顧客を相手方とし、又は個人顧客のためにコモディティ CFD取引行為を業と

して行う場合において、売付けの価格（価格に相当する事項を含む。）及び買付け

の価格（価格に相当する事項を含む。）の双方がある場合に、これらの価格を同時

に提示しないこと 

21. 個人顧客を相手方とし、又は個人顧客のためにコモディティ CFD取引行為を業と

して行う場合において、商品先物取引業者が顧客の取引時に表示した価格又は価格

に相当する事項を、当該価格又は価格に相当する事項の提示を要求した当該顧客に

提示しないこと 

22. 商品先物取引法施行規則第 102 条の２第２号又は第３号の規定に掲げる行為に

よりコモディティCFD取引契約を締結した場合において、当該コモディティCFD

取引契約の内容とされた同条第２号ハ又は第３号ハ（１）から（３）までに掲げる

事項に反して取引を行うこと 

23. 当該商品先物取引業者の役員又は使用人による職務の執行が法に適合することを

確保するための体制を整備していないと認められる状況にあるにもかかわらず、商

品先物取引法施行規則第 102 条の２第２号又は第３号に掲げる行為を行うこと 

24. コモディティ CFD 取引につき、当該コモディティ CFD 取引について顧客に損失

が生ずることとなり、又はあらかじめ定めた額の利益が生じないこととなった場合

には自己又は第三者がその全部又は一部を補てんし、又は補足するため当該顧客又

は第三者に財産上の利益を提供する旨を、当該顧客又はその指定した者に対し、申

し込み、若しくは約束し、又は第三者に申し込ませ、若しくは約束させる行為 
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25. コモディティ CFD 取引につき、自己又は第三者が当該コモディティ CFD 取引コ

モディティ CFD 取引について生じた顧客の損失の全部若しくは一部を補てんし、

又はこれらについて生じた顧客の利益に追加するため当該顧客又は第三者に財産

上の利益を提供する旨を、当該顧客又はその指定した者に対し、申し込み、若しく

は約束し、又は第三者に申し込ませ、若しくは約束させる行為 

26. コモディティ CFD 取引につき、当該コモディティ CFD 取引について生じた顧客

の損失の全部若しくは一部を補てんし、又はこれらについて生じた顧客の利益に追

加するため、当該顧客又は第三者に対し、財産上の利益を提供し、又は第三者に提

供させる行為 

27. 顧客の知識、経験、財産の状況及びコモディティ CFD 取引契約を締結する目的に

照らして不適当と認められる勧誘を行って顧客の保護に欠け、又は欠けることとな

るおそれがあること 

28. コモディティCFD取引契約を締結しようとする場合に、あらかじめ、顧客に対し、

本書面を交付した上で、本書面の内容について、顧客の知識、経験、財産の状況及

び当該コモディティ CFD 取引を締結しようとする目的に照らして、当該顧客に理

解されるために必要な方法および程度による説明をしないこと 

 

 

当社の概要  

商 号 等  株式会社 SBI 証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 44号、

商品先物取引業者 

所 在 地  〒１０６-６０１９ 東京都港区六本木１-６-１ 

連 絡 先  株式会社 SBI 証券カスタマーサービスセンターにご連絡ください。 

固定電話：0120－104－214（無料） 

携帯電話：0570-550-104（有料） 

※平日（年末年始を除く）8:00～17:00 

加入協会  日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種

金融商品取引業協会、一般社団法人日本 STO 協会、日本商品先物取引協

会、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会 

資 本 金  54,323,146,301 円（202５年 3月 31日現在） 

主な事業  金融商品取引業、商品先物取引業 

設立年月  昭和１９年３月 

 

SBI 証券に対するご意見・苦情等に関するご連絡窓口  

当社に対するご意見・苦情等に関しては、以下の窓口で承っております。 

住 所：〒１０６-６０１９ 東京都港区六本木１-６-１ 

電話番号：株式会社 SBI 証券カスタマーサービスセンター  

固定電話：0120-104-214（無料）  

携帯電話：0570-550-104（有料）  

受付時間：平日（年末年始を除く）8:00～17:00 

 

【苦情処理及び紛争解決】 

＜株価指数ＣＦＤ取引関連＞ 

 

特定非営利活動法人「証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）」は、株式、債

券、投資信託等、金融商品取引法の特定第 1種金融商品取引業務に係る指定紛争解決機関
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として金融庁の指定・認定および裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ADR促

進法）に基づく認証を受け、中立的な立場で苦情・紛争を解決します。 

 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）は、 

 

（1）お客様からの金融商品取引業に関するご相談・苦情の窓口 

（2）金融商品取引に関するお客様と証券会社との紛争を解決するための窓口 

 

として、金融商品取引業者等の業務に対するお客様からのさまざまなご相談・苦情や紛争

解決あっせん手続きの申立てを受付けています。（あっせんは、損害賠償請求額に応じ 2

千円から 5万円をご負担していただきます。） 

あっせん手続き実施者（あっせん委員）は、公正・中立な立場の弁護士が担当し、迅速か

つ透明度の高い解決を図ります。 

 

 

 

＜コモディティ CFD取引関連＞ 

 

日本商品先物取引協会（日商協）では「相談センター」を設置し、その会員の商品先物取

引業に関する苦情、紛争の申し出を受け付けております。 

 

 

＜暗号資産ＣＦＤ取引関連＞ 

 

一般社団法人日本暗号資産等取引業協会会員の暗号資産関連デリバティブ取引に関する投

資家等からの苦情の処理及び紛争に至った場合のあっせん業務については、一般社団法人

日本暗号資産等取引業協会は特定非営利活動法人「証券・金融商品あっせん相談センター

名称 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

（FINMAC） 

所在地 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 2-1-13 第二証券会館 

電話番号 0120-64-5005 

受付時間 9：00～17：00（土・日・祝日等を除く） 

名称 
日本商品先物取引協会 「相談センター」 

http://www.nisshokyo.or.jp/ 

所在地 
〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町一丁目1番11号 日庄ビル

6階  

電話番号 03-3664-6243 

受付時間 9:00～12:00、13:00～17:00（土・日・祝日等を除く） 
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（FINMAC）」に委託しています。 

 

 

 

 

 

店頭ＣＦＤ取引に関する主要な用語 

 

用語 用語解説 

相対取引  取引所を介さずに、金融機関など当事者同士が直接、売り手と買い

手となり、相対で値段、数量、決済方法などの売買内容を決定する

取引方法です。  

アスク（ASK）  お客様の買値のことです。  

イフダン（IFD）  新規注文と決済注文を同時に出すことができ、新規注文 が約定後に

決済注文が自動的に発注される注文方法です。  

カバー取引  金融商品取引業者または商品先物取引業者が顧客を相手方として行

う取引の価格変動リスクの減少を目的として、取引対象商品、売買

の別等が同じ取引を他の金融商品取引業者その他の者を相手方とし

て行う取引をいいます。  

逆指値注文  お客様があらかじめ価格を指定し、現在値がその価格に到達すれば

注文が約定する注文方法。相場の急激な変動等によりお客様の指定

された発注価格と乖離した価格 で約定するリスクがあります。  

金利調整額  店頭 CFD 取引において、取引時間終了時点で建玉を保有していた

場合に発生する調整額のこと。当社がカバー取引を行う際に発生す

る金利および貸株料に銀行間金利を加味して決定します。  

原資産  デリバティブ取引の対象となる資産のことです。  

原資産市場  原資産が取引されている取引所市場のことです。  

差金決済  取引開始時点の価格と取引終了時点の価格との差額により決済が行

われる取引をいいます。  

指値注文  売買価格を指定して注文する注文方法です。  

スプレッド  レートを提示する売値（BID）と買値（ASK）の差のことです。  

スリッページ  顧客の注文時に表示されている価格又は顧客が注文時に指定した価

格と約定価格に相違があることをいいます。  

建玉 CFD取引のうち、決済が結了していないものを建玉といいます。ま

た、買付けのうち、決済が結了していないものを 

買建玉といい、売付けのうち、決済が結了していないものを売建玉

といいます。  

名称 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

（FINMAC） 

所在地 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 2-1-13 第二証券会館 

電話番号 0120-64-5005 

受付時間 9：00～17：00（土・日・祝日等を除く） 
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ツーウェイプライス  

 

売値（BID）と買値（ASK）の両方を同時に提示することです。  

デリバティブ取引  原資産の相場を指標化して将来的にその価値の損益を交換する取引

のことです。  

店頭デリバティブ取

引  

金融商品取引所が開設する取引所金融商品市場及び外国金融商品市

場によらずに行われるデリバティブ取引をいいます。当社の店頭

CFD 取引は店頭デリバティブ取引に該当します。  

トレーリングスト

ップ （トレール）  

現在値に追随して逆指値価格をリアルタイムで更新する自動売買

機能です。  

仲値  売値（BID）と買値（ASK）の平均値です。  

成行注文  売買価格を明示せずに注文する注文方法です。  

ビッド（BID）  お客様の売値のことです。  

両建て  同一の商品の売建玉と買建玉を同時に持つことです。  

ロスカット  顧客の損失が所定の水準に達した場合、リスク管理を目的として、

金融商品取引業者または商品先物取引業者が、顧客のポジションを

強制的に決済することをいいます。  

 

以上 

(2025年 8月)



 

取扱暗号資産の概要説明書 

概要書更新年月日 2024 年 11 月 8 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 ビットコイン 

現地語の名称 Bitcoin 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） ー 

ティッカーコード（シンボル） BTC、XBT 

発行開始（年、月、日） 2009 年 1月 3 日 

時価総額（ドル基準） $1,480,847,366,050  

時価総額（円基準） ¥226,465,987,690,026 

主な利用目的 送金、決済、投資 

利用制限の有無 ー 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 ー 

利用制限を行う者の属性 ー 

利用制限の内容 ー 

一般的な性格 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償

として発行される暗号資産 

法的性格（資金決済法第 2条第 5 項第１号、第２号の別 例：第 1 号） 第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行通貨に対する資産（支払準備資産）の有無および名称 ー 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） ー 

支払請求（買取請求）による受渡資産 − 

発行者が保有者に付与するその他の権利 ー 

発行者に対して保有者が負う義務 ー 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 ー 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形態 パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 ハッシュ関数（SHAー256、RIPEMDー160）、楕円曲線公開鍵暗号の暗号化処理を施しデータを記録 

利用者の真正性の確認 秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本人が発信した移転データと特定し、記帳する 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み Proof of work 

コンセンサス・アルゴリズム（分散台帳内の不正取引を排除するために、記録者全員が合意する必要があるが、

その合意形成方式）の 1 つであり、一定の計算量を実現したことが確認できた記録者を管理者と認めることで分

散台帳内の新規取引を記録者全員が承認する方法 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその名称 

（アルトコインのみ） 

ー 

【
取
引
単
位
・
交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 1 BTC = 1,000 m BTC      ｍ：ミリ 

1 m BTC=1,000 μ BTC     μ：ミクロン 

1 μ BTC=1 bits      bits：ビッツ 

1 bits=100 satoshi 

保有・移転記録の最低単位 1 satoshi ( = 0.00000001 BTC) 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 ー 

制限内容 − 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産

の
有
無
等
】 

価値が連動する資産等の有無 ー 

価値連動する資産等の名称 − 

価値連動する資産等の内容 − 

価値連動する資産との交換の可否 − 

価値連動する資産との交換比率 − 

価値連動する資産との交換条件 − 

【
付
加 

価
値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 ー 

付加価値（サービス）の内容 − 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 − 

【
発
行
状
況
】 

発行者 ー 

発行主体の名称 プログラムによる自動発行 

発行主体の所在地 − 

発行主体の属性等 − 

発行主体概要 不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プログラムの集団・共有管理 

発行通貨の信用力に関する説明 多数の記録者による多数決をもって移転記録が認証される仕組み 

ブロックチェーンによる保有・移転管理台帳による記録管理と重層化した暗号化技術による記録の保全能力 

保有・移転管理台帳の公開 

暗号化技術による保有者個人情報の秘匿性 

発行方法 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償

として発行される暗号資産 

発行可能数 20,999,999.9769 BTC 

発行可能数の変更可否 可 

変更方法 発行プログラムの変更 

変更の制約条件 分散型保有・移転管理台帳の記録者の 95％以上の同意及び記録者によるプログラム修正の実施 

発行済み数量 19,778,915 BTC 

今後の発行予定または発行条件 ・2024 年 11 月 8 日時点では 1 ブロックを更新するごとに 3.125BTC を新規発行している 

・210,000 ブロックの更新を終えるごとに 1 ブロック更新による新規発行数が半減する仕組みとなっている 

およそ 10 分に 1 ブロックを更新しており、およそ 2028 年を目安に次の半減期の到来が予想されている。 

過去３年間の発行状況 過去 3 年間で約 91 万 BTC が新規発行された。 

過去３年間の発行理由 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償

として発行 

過去３年間の償却状況 ー 

過去３年間の償却理由 − 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 ー 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 
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直近時点で行われた監査年月日 − 

直近時点における監査結果 − 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名称 − 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 − 

価値移転認証の仕組み ・台帳形式 

・価値移転認証を求める暗号データを記録者が解読し、利用者および移転内容の真正性を確認して価値移転記録

台帳の記録を確定する 

価値記録公開／非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 オープンソース・ネットワークの脆弱性に対し、暗号により連鎖する台帳群（ブロックチェーン）を用い、難易

度の高い作業証明の蓄積されたチェーンが選択されることがBitcoinのコンセンサスアルゴリズムによって規定

されており、データ改竄の動機を排除し、信頼性を確保している。 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 不定だが主な Pool とそのシェアに関しては以下を参照 

https://www.blockchain.com/charts/pools 

記録者の分布状況 記録者は世界中に分散している 

記録者の主な属性 誰でも自由に記録者になることができる 

記録の修正方法 記録者が合意し、各記録者が保管する台帳の修正を自ら行う 

記録者の信用力に関する説明 記録者による多数の合意がなければ不正が成立せず、記録者が十分に多数であることによって、個々の記録者の

信用力に頼らず、記録保持の仕組みそのものを信用の基礎としている 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 ー 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

その監査結果 − 

（統括者に関する情報） ー 

記録者の統括者の有無 ー 

統括者の名称 − 

統括者の所在地 − 

統括者の属性 − 

統括者の概要 − 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 多数の記録者が結託し、あるいは既存の記録者が有する処理能力合計よりも強力な能力を用いることによって、

記録台帳を改竄することができる脆弱性があり、51%攻撃とも呼ばれる 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記事項 BTC 価格の下落（対法定通貨）等に起因したマイナー撤退により、ハッシュパワーが低下し、セキュリティ低

下を招く可能性がある 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記事項 − 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 マイニングに参加するマイナーが少ないもしくは全くいなくなった場合、移転の記録が遅延もしくは進行しない

恐れがある 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事項 現時点ではプログラムが適正に機能し、所有データの改竄、同一の Bitcoinの異なる者との取引、複数の所有者

が同一の Bitcoin を同時に保有する状況などの不適切な状態に陥ることを排除しているが、未検出のプログラム

の脆弱性やプログラム更新などにより新たに生じた脆弱性を利用し、データが改竄され、価値移転の記録が異常

な状態に陥る可能性がある。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関する特記事項 2018 年 9 月に無限増殖バグ等が発見され、Bitcoin が無限に発行できる危険性があったが、既に解消されてい

る 

https://coinpost.jp/?p=47597 

非互換性のアップデート(ハードフォーク）の状況 Bitcoinのハードフォークは以下の通り 

2017 年 8月 1 日 ビットコインキャッシュ（BCH）  

2017 年 10 月 24 日 ビットコインゴールド（BTG） 

2017 年 11 月 24 日 ビットコインダイヤモンド（BCD） 

2017 年 12 月 12 日 スーパービットコイン（SBTC） 

2017 年 12 月 18 日 ライトニングビットコイン（LBTC） 

2017 年 12 月 27 日 ビットコインゴッド（GOD） 

今後の非互換性アップデート予定 ー 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 ー 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 CoinMarketCap 

https://coinmarketcap.com/ja/currencies/bitcoin/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル） $74,870.0000  

１取引単位当たり計算単価（円） ¥11,449,869.00 

ドル/円計算レート 1 ドル/152.93 円（2024 年 11 月 8 日基準） 

四半期取引数量（協会加盟会員合計） - 

備考   
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取扱暗号資産の概要説明書 
 

概要書更新年月日 2024 年 11 月 8 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 イーサリアム（ETH） 

現地語の名称 Ethereum 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） − 

ティッカーコード（シンボル） ETH 

発行開始（年、月、日） 2015 年 7月 30 日 

時価総額（ドル基準） $336,447,045,418  

時価総額（円基準） ¥51,452,846,655,774 

主な利用目的 送金、決済、スマートコントラクト 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 なし 

利用制限の内容 なし 

一般的な性格 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償として発行される

暗号資産。 

分散型アプリケーションが動作する実行環境の役割を果たす特徴を持つ。 

法的性格（資金決済法第 2 条第 5 項第１号、第２号の

別 例：第 1 号） 

第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行通貨に対する資産（支払準備資産）の有無および名

称 

なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） なし 

支払請求（買取請求）による受渡資産 − 

発行者が保有者に付与するその他の権利 なし 

発行者に対して保有者が負う義務 なし 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 なし 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形態 パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 公開鍵暗号の暗号化処理を施しデータを記録 

利用者の真正性の確認 秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本人が発信した移転データと特定し、記帳する。 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み Proof of Stake (PoS) 

コンセンサス・アルゴリズム（分散台帳内の不正取引を排除するために、記録者全員が合意する必要があるが、その合意形成方式）

の一つであり、保有している基軸暗号資産の量が多いほどブロック生成（承認）の成功確率が上昇する承認方式。 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその

名称 

（アルトコインのみ） 

なし 

【
取
引
単
位
・
交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 finney=0.001ETH 

szabo=0.000001ETH 

wei=0.000000000000000001ETH 

保有・移転記録の最低単位 1wei (=0.000000000000000001 ETH) 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 なし 

制限内容 − 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産 

の
有
無
等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 − 

価値連動する資産等の内容 − 

価値連動する資産との交換の可否 − 

価値連動する資産との交換比率 − 

価値連動する資産との交換条件 − 

【
付
加 

価
値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 あり 

付加価値（サービス）の内容 Ethereumネットワーク上でのスマートコントラクトの記録と実行 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 安定してサービスが続いている 

【
発
行
状
況
】 

発行者 あり 

発行主体の名称 Ethereum Foundation 

発行主体の所在地 スイス連邦ツーク州 

発行主体の属性等 次世代の分散型アプリケーションの開発 

発行主体概要 不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プログラムの集団・共有管理 

発行通貨の信用力に関する説明 多数の記録者による多数決をもって移転記録が認証される仕組み。 

ブロックチェーンによる保有・移転管理台帳による記録管理と重層化した暗号化技術による記録の保全能力 

保有・移転管理台帳の公開 

暗号化技術による保有者個人情報の秘匿性 

発行方法 初期発行と、分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償とし

てプログラムにより自動発行 

発行可能数 発行上限なし 

発行可能数の変更可否 不可 

変更方法 − 

変更の制約条件 − 

発行済み数量 120,417,697 ETH 

今後の発行予定または発行条件 ステーキング（ブロック生成）による自動発行 

過去３年間の発行状況 プログラムによる自動発行として 800 万超の ETHが発行された 

過去３年間の発行理由 ブロック生成時の報酬としてプログラムにより自動発行された 
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過去３年間の償却状況 400 万以上の ETHがプログラムにより償却された。 

過去３年間の償却理由 ロンドンアップグレードに含まれる EIP-1559 の実装以降、取引手数料の一部が償却されている。 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

直近時点における監査結果 − 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名称 − 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 − 

価値移転認証の仕組み 台帳形式。価値移転認証を求める暗号データを記録者が解読し、利用者および移転内容の真正性を確認して価値移転記録台帳の記

録を確定する。 

価値記録公開／非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 オープンネットワークの脆弱性に対し、暗号により連鎖する台帳群（ブロックチェ－ン）および記録者による多数決をもって移転

記録が認証される仕組みを用い、多数の記録者のネットワークへの参加を得ることによって、データ改竄の動機を排除し、信頼性

を確保する。 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 1,080,277 

https://beaconscan.com/ 

記録者の分布状況 世界中に分布 

記録者の主な属性 誰でも自由に記録者になることができる。 

記録の修正方法 ー 

記録者の信用力に関する説明 記録者による多数の合意がなければ不正が成立せず、記録者が十分に多数であることによって、個々の記録者の信用力に頼らず、

記録保持の仕組みそのものを信用の基礎としている。 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 − 

直近時点で行われた監査年月日 − 

その監査結果 − 

（統括者に関する情報） ー 

記録者の統括者の有無 なし 

統括者の名称 − 

統括者の所在地 − 

統括者の属性 − 

統括者の概要 − 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 価値移転ネットワークは Ethereum ブロックチェーンが採用するコンセンサスアルゴリズムである PoS に依存する。 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記

事項 

なし 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関

する特記事項 

− 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 − 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事項 ブロックチェーン上にデプロイされたコントラクトコードに脆弱性があった場合に不正に資産が盗み取られるリスクがある。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関す

る特記事項 

Ethereum上のアプリケーション「The DAO」のプログラム（スマートコントラクト）のバグ（脆弱性）を攻撃されて、集まっ

たファンド資金３分の１以上を盗み取られた事例がある。 

非互換性のアップデート(ハードフォーク）の状況 2016 年 7 月 The DAOの攻撃によって盗まれたDAOを取り戻す Ethereum Classicハードフォーク（注 1） 

今後の非互換性アップデート予定 − 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 − 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 CoinMarketCap 

https://coinmarketcap.com/ja/currencies/ethereum/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル） $2,794.0000  

１取引単位当たり計算単価（円） ¥427,286.00 

ドル/円計算レート 152.93 円/ドル（2024 年 11 月 8 日） 

四半期取引数量（協会加盟会員合計） - 

備考   

 

1.本書は、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会（以下「当協会」といいます。）に所属する会員（以下「会員」といいます。）が、その取り扱う暗号資産（以下「取扱暗号資産」といいます。）に関し、本

文書の作成日時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。 

2.本書は、取扱暗号資産に関する情報提供を目的としたものであり、特定の暗号資産の売買・交換等の勧誘や推奨等を目的とするものではありません。暗号資産の売買等については、ご自身の判断と責任によ

り行ってください。 

3.本書は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性・信頼性・完全性を保証するものではありません。本書に記載された情報の欠落・誤謬等について、当協会がその責を負

うものではありません。 

4.本書は、原則として自由に利用することができます。ただし、会員以外の方が暗号資産の売買・交換等の取引、これらの取引の媒介・取次ぎ・代理等の暗号資産に関連する事業を行う目的で使用することを

禁じます。 

5.本書を利用することによって生じたいかなる損害に対しても、当協会がその責を負うものではありません。 

6.取扱暗号資産は、その開発・管理の状況、政府等による規制や経済社会の情勢などの影響により、その価値が減少することがあり、価値を失う場合もあります。 

7.本書の内容は、予告なく変更又は廃止する場合がありますので、あらかじめご承知おきください。



 

取扱暗号資産の概要説明書 
 

概要書更新年月日 2024 年 11 月 8 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 エックスアールピー 

現地語の名称 XRP 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） ー 

ティッカーコード（シンボル） XRP 

発行開始（年、月、日） 2012 年 6 月（XRP Ledger の開始日）  

時価総額（ドル基準） $54,456,287,190  

時価総額（円基準） ¥8,328,567,800,000 

主な利用目的 送付（送金）、決済、投資 

利用制限の有無 ー 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 ー 

利用制限を行う者の属性 ー 

利用制限の内容 ー 

一般的な性格 ・XRP は金融機関の送金において法定通貨間のブリッジ通貨としてオンデマンドの流動性を提供する役割を有している。こ

れによって金融機関は従来よりも格段に流動性コストを下げつつも送金先のリーチをグローバルに広げることができる。 

・XRP は Ripple Consensus Ledger 上での取引における取引料としての性格も有している。ネットワークへの攻撃が起こ

った時には手数料が自動的に釣り上げられるため、攻撃が未然に防げる仕組みとなっている。XRP は 3〜5 秒ごとにファイ

ナリティをもって決済を行うことができ、1 秒につき 1,500 の取引を決済できるスケーラビリティを有する構造となってい

る。 

法的性格（資金決済法第 2条第 5 項第１号、第２号の別 

例：第 1 号） 

第 1 号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 ー 

発行通貨に対する資産（支払準備資産）の有無および名称 ー 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） ー 

支払請求（買取請求）による受渡資産 ー 

発行者が保有者に付与するその他の権利 ー 

発行者に対して保有者が負う義務 ー 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 ー 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形態 パブリック型ブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 ・取引は ED25519 と SECP256K1 によって暗号署名が行われ、ハッシュには SHA512 half が使われる 

・Multi-sign機能によって高度のセキュリティを可能としている 

利用者の真正性の確認 秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本人が発信した移転データと特定し、記帳する 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み ・Ripple Consensus Ledger（RCL）はビザンチン将軍問題を解決する独自のコンセンサスアルゴリズムを採用し、

Proof-of-Work よりもより速くかつ効率的に取引を承認することができる 

・信頼される認証済み法人バリデーター（検証者）が取引についての投票を行い、80%以上の合意が得られた取引について

は承認を行う。RCLでは決済が 3〜5 秒ごとに実行され、1 秒につき 1,500 の取引まで対応できるスケーラビリティを有す

る 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその名称 

（アルトコインのみ） 

ー 

【
取
引
単
位
・ 

交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 1 XRP = 1,000,000 drop 

保有・移転記録の最低単位 1 drop （ = 0.000001 XRP） 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 ー 

制限内容 ー 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産 

の
有
無
等
】 

価値が連動する資産等の有無 ー 

価値連動する資産等の名称 ー 

価値連動する資産等の内容 ー 

価値連動する資産との交換の可否 ー 

価値連動する資産との交換比率 ー 

価値連動する資産との交換条件 ー 

【
付
加
価
値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 ー 

付加価値（サービス）の内容 金融機関の国際送金において流動性確保するためのブリッジ通貨として使われる。Ripple Labs Inc.とR3 LLCが共同で行い、

12 の金融機関が参加した実証試験では XRP を使用することで送金コストが 60%低減できることが実証された。 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 ・上記の通り、2016 年に金融機関による実証試験が行われた 

・マネーグラム社が XRP を利用し米国とメキシコ間で ODLを利用した国際送金を初めて行っている 

・FlashFXはフィリピンへの支払いで正式に ODLを導入した（AUD/PHP） 

【
発
行
状
況
】 

発行者 ー 

発行主体の名称 ー 

発行主体の所在地 ー 

発行主体の属性等 ー 

発行主体概要 ー 

発行通貨の信用力に関する説明 XRP はオープンなネットワーク上で固有のコンセンサスアルゴリズムによって取引が承認され、暗号化技術による堅牢なセ

キュリティ構造を有する。取引が承認されるためには 80%以上の認証済み法人バリデーターが合意をする必要があり、承認

された取引はグローバルに共有されたパブリックな台帳に記録され、改ざん不可能となる。 

 

XRP は国際送金の法人向けユースケースをサポートする機能を有したデジタルアセットであり、銀行によって直接保管され

使用される実証試験が行われた唯一の独立型暗号資産である。 

 

XRP はネットワーク開始以降 2900 万回台帳が更新されており、2016 年には一度もダウンタイムは発生しておらず、強固

なネットワークにより支えられている。 

発行方法 2012 年のネットワーク発足時に全て発行済み 
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発行可能数 100,000,000,000 XRP 

発行可能数の変更可否 不可（全量発行済みのため追加発行無し） 

変更方法 Ripple Consensus Ledger の P2P サーバー向けソフトウェアである rippledのプログラム変更（現時点では発行するプロ

グラム自体が存在しないので、新規に作成する必要がある） 

変更の制約条件 ・80％以上のバリデーターが合意しなければならない 

・合意後に、プログラムの修正を実施する必要がある 

発行済み数量 100,000,000,000 XRP 

今後の発行予定または発行条件 ・2012 年に全て発行されており、今後の発行予定は無い 

・発行済の XRP の約 62%（2017 年 9 月時点）を Ripple Labs Inc.が保有し、市場に分配している。約 37%はすでに市

場に流通している 

過去３年間の発行状況 ー（2012 年に全て発行済） 

過去３年間の発行理由 ー 

過去３年間の償却状況 2018 年 5月 28 日の 99,992,075,649 から 2020 年 11 月 4 日までに 1,216,776 が消滅され、99,990,858,873

となった。 

過去３年間の償却理由 ネットワークを攻撃者から守るためのメカニズムとして手数料を課し、その手数料分の XRP を消滅させる 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 ー 

監査を実施する者の氏名又は名称 ー 

直近時点で行われた監査年月日 ー 

直近時点における監査結果 ー 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型台帳（「ブロック」の代わりにその時点での全ての情報を含む「台帳」（スナップショット）が公開される） 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名称 ー 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 ー 

価値移転認証の仕組み ・独自のコンセンサスアルゴリズムに基づく 

・3〜5 秒ごとにバリデーターが台帳における新たな取引について投票を行い、80％以上の合意を得た取引が承認されたとみ

なされ、パブリックな台帳に記録される 

価値記録公開／非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 ・健全なネットワークを保全する動機を有する認証済法人バリデーターによって取引が承認される仕組みを有している 

・ネットワークの攻撃に対して自動的に取引手数料が釣り上がる仕組みを有しており、攻撃を未然に防ぐことができる 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 109 のバリデーターが存在する（2024 年 11 月現在） 

 

https://xrpscan.com/validators 

記録者の分布状況 世界中に分散 

記録者の主な属性 誰でも自由に記録者になることができるが、信頼されているバリデーターの投票だけが投票プロセスにおいて考慮される 

記録の修正方法 ・取引が一旦記録されると、取引は変更することができない 

・承認された送金はキャンセルすることができないので、その送金を無効とするためには反対の取引を別途行う必要がある 

記録者の信用力に関する説明 ・パブリックな台帳ネットワークを保持する動機がある、確認・証明済みの法人がバリデーター（検証者）になっている。 

・そのうち、トップのバリデーター運用のパフォーマンスを示した複数のバリデーターのみが Unique Node List （UNL）

という推奨リストに追加され、ネットワークのノードによって参照されるため個々の記録者の信用は必要としない仕組みにな

っている。 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 ー 

監査を実施する者の氏名又は名称 ー 

直近時点で行われた監査年月日 ー 

その監査結果 ー 

（統括者に関する情報） ー 

記録者の統括者の有無 ー 

統括者の名称 ー 

統括者の所在地 ー 

統括者の属性 ー 

統括者の概要 ー 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 ・信頼するバリデーターが意に反して結託した場合、台帳とデータは改ざんされる可能性がある。 

・また、暗号資産の移転等を支えるコミュニティの崩壊等により、暗号資産の移転が不可能となる可能性及びその他の理由等

に起因し、最悪の場合は、暗号資産の価値がゼロとなる可能性がある。 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記事項 ー 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関する

特記事項 

ー 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 信頼されるバリデータの大多数のネットワーク接続が失われた場合、接続が復活するまで価値移転の記録が遅延する可能性が

ある 

 

また、信頼されるバリデーターが互換性のないソフトウェアのバージョンを使用した場合、大多数のバリデーターが互換性の

あるソフトウェアに移行するまで、または、非互換のソフトウェアを使うバリデーターを投票プロセスから除外するという設

定をするまでは価値移転の記録が遅延する可能性がある 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事項 ・どのようなソフトウェアにも言えることだが、ソフトウェアの不具合が問題を引き起こす可能性は否定できないが、Ripple 

Labs Inc.では新しいバージョンがアップデートされる前に入念な QA を行っており不具合の可能性を最小化している。 

・Ripple Consensus Ledger はこれまで 2,900 万回、一度もフォークなどの大きな問題は経験することなく台帳を更新し

ている。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関する特

記事項 

ー 

非互換性のアップデート(ハードフォーク）の状況 ー 

今後の非互換性アップデート予定 ー 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 ー 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 CoinMarketCap 

https://coinmarketcap.com/ja/currencies/xrp/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル） $1  

１取引単位当たり計算単価（円） ¥83 

ドル/円計算レート 1 ドル/約 152.93 円（2024 年 11 月 8 日） 
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四半期取引数量（協会加盟会員合計） - 

備考   

 

1.本書は、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会（以下「当協会」といいます。）に所属する会員（以下「会員」といいます。）が、その取り扱う暗号資産（以下「取扱暗号資産」といいます。）に関し、本

文書の作成日時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。 

2.本書は、取扱暗号資産に関する情報提供を目的としたものであり、特定の暗号資産の売買・交換等の勧誘や推奨等を目的とするものではありません。暗号資産の売買等については、ご自身の判断と責任によ

り行ってください。 

3.本書は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性・信頼性・完全性を保証するものではありません。本書に記載された情報の欠落・誤謬等について、当協会がその責を負

うものではありません。 

4.本書は、原則として自由に利用することができます。ただし、会員以外の方が暗号資産の売買・交換等の取引、これらの取引の媒介・取次ぎ・代理等の暗号資産に関連する事業を行う目的で使用することを

禁じます。 

5.本書を利用することによって生じたいかなる損害に対しても、当協会がその責を負うものではありません。 

6.取扱暗号資産は、その開発・管理の状況、政府等による規制や経済社会の情勢などの影響により、その価値が減少することがあり、価値を失う場合もあります。 

7.本書の内容は、予告なく変更又は廃止する場合がありますので、あらかじめご承知おきください。



 

取扱暗号資産の概要説明書 
 

概要書更新年月日 2024 年 11 月 8 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 ソラナ 

現地語の名称 Solana 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） Solana 

ティッカーコード（シンボル） SOL 

発行開始（年、月、日） 2020 年 3月 16 日 

時価総額（ドル基準） $109,941,747,864  

時価総額（円基準） ¥16,813,391,500,918 

主な利用目的 1.ステーキング 

2.トランザクション手数料 

3.ガバナンス投票 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 - 

利用制限の内容 - 

一般的な性格 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償として発

行される暗号資産 

法的性格（資金決済法第 2条第 5 項第１号、第２号の別 例：

第 1 号） 

第１号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行通貨に対する資産（支払準備資産）の有無および名称 なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） なし 

支払請求（買取請求）による受渡資産 なし 

発行者が保有者に付与するその他の権利 なし 

発行者に対して保有者が負う義務 なし 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 なし 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形態 パブリックブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 SOL の保有・移転の記録はパブリックブロックチェーンを採用している為、全て公開されている。しかし、移転記録上

のトランザクションやアドレスから個人を特定をすることはできない。 

利用者の真正性の確認 利用者の真正性の確認方法として、SOL は秘密鍵と公開鍵を用いた公開鍵暗号方式に依存している。公開鍵暗号方式で

は、ランダムに生成された秘密鍵と、秘密鍵を ed25519 と呼ばれる楕円曲線暗号によって変換することによって生成

された公開鍵とにより、真正性の確認が可能となる。 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み SOL は、プルーフオブステーク（PoS）及びプルーフオブヒストリー（PoH）、タワーBFTと呼ばれるコンセンサスア

ルゴリズムに依存している。 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその名称 

（アルトコインのみ） 

- 

【
取
引
単
位
・ 

交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 1 SOL 

保有・移転記録の最低単位 0.000000001 SOL 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 なし 

制限内容 なし 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産 

の
有
無
等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 - 

価値連動する資産等の内容 - 

価値連動する資産との交換の可否 - 

価値連動する資産との交換比率 - 

価値連動する資産との交換条件 - 

【
付
加
価
値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 あり 

付加価値（サービス）の内容 Solana は、スケーラビリティを最適化するパブリックベースレイヤーブロックチェーンプロトコルである。開発者が制

限なしに次世代のブロックチェーンアプリケーションを構築するための理想的なツールキットを提供することを目指し

ている。Solana ブロックチェーンのネイティブトークンである SOL の使用用途は、ステーキング、トランザクション

手数料、ガバナンス投票の 3 つがある。 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況として、Solana ブロックチェーン上に Serumや Raydiumなどの分散

型アプリケーションが開発されている。他にも多くのアプリケーションが開発されており、以下のリンクより確認できる。 

参考：https://solana.com/ecosystem 

【
発
行
状
況
】 

発行者 Solana Labs, Inc. 

発行主体の名称 Solana Labs, Inc. 

発行主体の所在地 645 Howard St 

San Francisco, CA, 94105-3903 

United States 

発行主体の属性等 営利企業 

発行主体概要 発行主体である Solana Labsは、パブリックブロックチェーンプロジェクトとして、スマートコントラクトを使用した

分散ネットワークによって開発者が制限なしに次世代の分散型ブロックチェーンアプリケーションを構築するための理

想的なツールキットを提供することを目的とした米国に拠点を置く民間企業である。 

発行通貨の信用力に関する説明 SOL の通貨としての信用力は、ネットワークに参加する記録者によって分散的に維持されている。2024 年 11 月 8 日

時点で記録者の総数は 1,741 であり、悪意あるノードの選出を防止している。 

 

参照先：https://solanabeach.io/validators 
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発行方法 トークン供給の分配は次のような割合である。 

 

シードセールトークン：15.86%（79,290,466SOL） 

ファウンディングセールトークン：12.63％（63,151,982SOL） 

バリデーターセールトークン：5.07％（25,331,653SOL） 

ストラテジックセールトークン：1.84％（9,175,520SOL） 

CoinListオークションセールトークン：1.60％（8,000,000SOL） 

チームトークン：12.5％ 

財団トークン：12.5％ 

コミュニティトークン：38.00％ 

 

その他の発行として、ステーキング報酬がある。ステーキング報酬の付与開始日は、SOL 発行開始日である 2020 年 3

月 16 日である。初年度の SOL のインフレ率は年率 8%に設定されており、その後年率のインフレ率は毎年 15%の割

合で低下していき（当該年度のインフレ率＝前年度のインフレ率＊0.85）、11 年経過後あたりからは 1.5%で固定され

る。 

https://www.coingecko.com/en/coins/solana/tokenomics 

発行可能数 上限なし 

発行可能数の変更可否 不可 

変更方法 - 

変更の制約条件 - 

発行済み数量 587,942,494 SOL 

今後の発行予定または発行条件 ステーキング報酬による発行がある。ステーキング報酬の付与開始日は、SOL 発行開始日である 2020 年 3 月 16 日で

ある。初年度の SOL のインフレ率は年率 8%に設定されており、その後年率のインフレ率は毎年 15%の割合で低下し

ていき（当該年度のインフレ率＝前年度のインフレ率＊0.85）、11 年経過後あたりからは 1.5%で固定される。 

過去３年間の発行状況 トークン供給の分配は次のような割合である。 

シードセールトークン：15.86%（79,290,466SOL） 

ファウンディングセールトークン：12.63％（63,151,982SOL） 

バリデーターセールトークン：5.07％（25,331,653SOL） 

ストラテジックセールトークン：1.84％（9,175,520SOL） 

CoinListオークションセールトークン：1.60％（8,000,000SOL） 

チームトークン：12.5％ 

財団トークン：12.5％ 

コミュニティトークン：38.00％ 

 

その他の発行として、ステーキング報酬がある。ステーキング報酬の付与開始日は、SOL 発行開始日である 2020 年 3

月 16 日である。初年度の SOL のインフレ率は年率 8%に設定されており、その後年率のインフレ率は毎年 15%の割

合で低下していき（当該年度のインフレ率＝前年度のインフレ率＊0.85）、11 年経過後あたりからは 1.5%で固定され

る。 

https://www.coingecko.com/en/coins/solana/tokenomics 

過去３年間の発行理由 ICOによる資金調達を目的として発行している。 

その後の発行としてステーキング報酬がある。 

過去３年間の償却状況 2020 年 5月 25 日に 11,365,067SOL の償却があった。 

過去３年間の償却理由 透明性の高い方法でマーケットメイク契約を再構築するため、マーケットメイカーより総額 3,365,067SOL、財団より

8,000,000SOL を受け取り、Foundation管理ウォレット内の SOL の総額は 11,365,067SOL となった。その後、

11,365,067SOL の全量が、非循環供給アドレスのホワイトリストウォレットに移され循環供給から償却された。 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 あり 

監査を実施する者の氏名又は名称 Beosin (Chengdu LianAn) Technology Co. Ltd. 

直近時点で行われた監査年月日 2021 年 3月 31 日 

直近時点における監査結果 Beosin（Chengdu LianAn）Technology による監査により、SOL のコントラクトに問題がないことが確認できた。 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名称 - 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 - 

価値移転認証の仕組み 価値移転認証の仕組みに PoS を採用している。PoS では、ブロックの生成や承認の役割を担う記録者が利用者及び移転

内容の真正性を確認して価値移転記録台帳の記録を確定する。記録者として選出されるためには SOLをステーキングす

る必要があり、記録者が悪意のある行動を取った際にはスラッシュ（没収）が行われる。それにより、記録者による攻撃

のインセンティブを削減し、セキュリティの向上が図られている。 

価値記録公開／非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 なし 

秘匿化の方法 - 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 SOL は、Solana ブロックチェーン上に発行されている暗号資産である為、コンセンサスアルゴリズムは Solanaブロ

ックチェーンが採用している PoS 及びプルーフオブヒストリー（PoH）、タワーBFTに依存している。タワーBFTは

PBFTの PoHに適合するアルゴリズムであり、ネットワークの過半数が投票していると考えられるフォークに投票し続

けることが記録者の利益になる。また、PoS 型のブロックチェーンでもあるため、記録者として選出されるためには SOL

をステーキング（担保としてロック）する必要があり、記録者が悪意のある行動を取った際にはスラッシュ（没収）が行

われる。それにより、記録者による攻撃のインセンティブを削減し、セキュリティの向上が図られている。 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 SOL が発行されている Solanaブロックチェーン上の記録者は、2024 年 11月 8 日時点で 1,741 であることが確認

できる。 

参照先：https://solanabeach.io/validators 

記録者の分布状況 アメリカ、アジア、ヨーロッパなど 

参照先：https://solanabeach.io/ 

記録者の主な属性 記録者について確認をした結果、必要な要件を満たすことで誰でも記録者としてネットワークに参加することができ、公

式エクスプローラーにてアドレスを確認することができる。しかしながら、記録者の属性を特定する情報は公開されてい

ない。 

記録の修正方法 ネットワーク上のノードが特定のフォークに投票するたびに、投票はスロットと呼ばれる一定期間のハッシュに制限され

る。現在のネットワークの設定では、1 つのスロットに約 400 ミリ秒の時間が設定されている。400 ミリ秒ごとにネ

ットワークはロールバックポイントを持っているが、それ以降の投票を行うたびに、その投票をアンロールするまでにネ

ットワークが停止しなければならない時間が 2 倍になる。 
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記録者の信用力に関する説明 Solana ブロックチェーンにおいては、誰でも記録者になることができ、また記録社は広く分散している為、ネットワー

クに参加する個々の信用力ではなく、全体の信用力について記述する。記録者の一部が結託をして悪意ある判断をする可

能性は否定できないが、記録者として活動するためには担保として SOL のステーキングが必要であり、スラッシュ（没

収）の仕組みも実装されている。これによって記録者が悪意ある判断を行う合理的なインセンティブが発生しないように

設計されている。 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 あり 

監査を実施する者の氏名又は名称 Beosin (Chengdu LianAn) Technology Co. Ltd. 

直近時点で行われた監査年月日 2021/3/31 

その監査結果 Beosin（Chengdu LianAn）Technology による監査により、SOL のコントラクトに問題がないことが確認できた。 

（統括者に関する情報） - 

記録者の統括者の有無 なし 

統括者の名称 - 

統括者の所在地 - 

統括者の属性 - 

統括者の概要 - 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 価値移転ネットワークは Solanaブロックチェーンが採用しているコンセンサスアルゴリズムである PoS、PoH及びタ

ワーBFTに依存する。BEOSIN社による監査の結果、SOL の価値移転に関して脆弱性は見つけることができなかった。 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記事項 SOL の発行者である Solana Labsは、開発をリードしている組織であるため、破綻により開発が遅延又は停止した場

合、価値が毀損する可能性がある。ただし、SOL の発行及び記録が行われている Solana ブロックチェーンはすでにリ

リースされ分散型の運用が行われていることから、発行者が破綻したとしても価値が完全に消失する可能性は低いと考え

られる。 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記

事項 

SOL の価値移転記録者の全てが同時に破綻した場合は、価値移転の記録が停止し、価値が喪失する可能性がある。ただ

し、ノードは分散しており、全てが同時に破綻する可能性は低いと考えられる。また、記録者は 2024 年 11 月 8 日時

点で 1,741 存在しているため、価値移転記録者の一部が破綻した場合であっても、価値移転作業に影響はないと考えら

る。 

 

参照先：https://solanabeach.io/validators 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 SOLの移転記録の遅延可能性は、Solanaブロックチェーンが採用しているコンセンサスアルゴリズムである PoS、PoH

及びタワーBFTに依存する。PoH及びタワーBFTを用いる Solana ブロックチェーンにおいて、1 秒当たりに処理可

能なトランザクション数（TPS）は 65,000TPS とされている。これを大きく上回るトランザクションが発生した場合、

記録処理が追い付かなくなり移転の記録が遅延する可能性がある。 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事項 BEOSIN 社による SOL のスマートコントラクトの監査の結果、SOL のスマートコントラクトには既知の脆弱性は見つ

からなかった。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関する特記事

項 

2023 年 2 月 25 日の UTC 午前 5:46 頃、カスタム ブロック転送ソフトウェアを実行しているネットワーク上のい

くつかのサービスが、通常のブロックよりも数桁大きい大量のデータを誤って送信したことを起因とし、メインネットベ

ータ版が停止した。結果的には、金銭的な損失などはなく、開発者チームとバリデーターコミュニティの協力により 2023

年 2 月 26 日の UTC 午前 1 時 28 分頃にはブロックの生成が再開された。 

非互換性のアップデート(ハードフォーク）の状況 SOL は、Solana ブロックチェーン上に発行されており、過去に非互換性アップデートの状況は確認できなかった。 

今後の非互換性アップデート予定 なし 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 なし 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 CoinMarketCap 

(https://coinmarketcap.com/ja/currencies/solana/) 

１取引単位当たり計算単価（ドル） $187  

１取引単位当たり計算単価（円） ¥28,597 

ドル/円計算レート \152.93/ドル（2024 年 11 月 8 日） 

四半期取引数量（協会加盟会員合計） - 

備考   

 

1.本書は、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会（以下「当協会」といいます。）に所属する会員（以下「会員」といいます。）が、その取り扱う暗号資産（以下「取扱暗号資産」といいます。）に関し、本

文書の作成日時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。 

2.本書は、取扱暗号資産に関する情報提供を目的としたものであり、特定の暗号資産の売買・交換等の勧誘や推奨等を目的とするものではありません。暗号資産の売買等については、ご自身の判断と責任によ

り行ってください。 

3.本書は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性・信頼性・完全性を保証するものではありません。本書に記載された情報の欠落・誤謬等について、当協会がその責を負

うものではありません。 

4.本書は、原則として自由に利用することができます。ただし、会員以外の方が暗号資産の売買・交換等の取引、これらの取引の媒介・取次ぎ・代理等の暗号資産に関連する事業を行う目的で使用することを

禁じます。 

5.本書を利用することによって生じたいかなる損害に対しても、当協会がその責を負うものではありません。 

6.取扱暗号資産は、その開発・管理の状況、政府等による規制や経済社会の情勢などの影響により、その価値が減少することがあり、価値を失う場合もあります。 

7.本書の内容は、予告なく変更又は廃止する場合がありますので、あらかじめご承知おきください。



 

取扱暗号資産の概要説明書 
 

概要書更新年月日 2024 年 11 月 8 日 

【
基
礎
情
報
】 

日本語の名称 ドージコイン 

現地語の名称 Dogecoin 

呼称（日本語の名称と同じ場合はー表記） Dogecoin 

ティッカーコード（シンボル） DOGE 

発行開始（年、月、日） 2013 年 12 月 6 日 

時価総額（ドル基準） $27,761,202,889  

時価総額（円基準） ¥4,245,520,757,952 

主な利用目的 1.送金 

2.決済 

3.投資 

利用制限の有無 なし 

海外流通の有無 あり 

国内流通の有無 あり 

店舗等の利用制限の有無 なし 

利用制限を行う者の属性 - 

利用制限の内容 - 

一般的な性格 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償として発

行される暗号資産 

法的性格（資金決済法第 2条第 5 項第１号、第２号の別 

例：第 1 号） 

第１号 

2 号の場合：相互に交換可能な 1 号暗号資産の名称 − 

発行通貨に対する資産（支払準備資産）の有無および名称 なし 

発行者に対する保有者の支払請求権（買取請求権） ー 

支払請求（買取請求）による受渡資産 ー 

発行者が保有者に付与するその他の権利 ー 

発行者に対して保有者が負う義務 ー 

価値の決定 保有者間の自由売買による 

交換（売買）の制限 ー 

価値移転、保有情報を記録する電子情報処理組織の形態 パブリックブロックチェーン 

保有・移転記録台帳の公開、非公開の別 公開 

保有・移転記録の秘匿性 Scryptアルゴリズムを用いたプルーフオブワーク 

利用者の真正性の確認 秘密鍵と公開鍵を用いた暗号化技術により、利用者本人が発信した移転データと特定し、記帳する。 

価値移転記録の信頼性確保の仕組み Proof of work 

コンセンサス・アルゴリズム（分散台帳内の不正取引を排除するために、記録者全員が合意する必要があるが、その合意

形成方式）の 1 つであり、一定の計算量を実現したことが確認できた記録者を管理者と認めることで分散台帳内の新規取

引を記録者全員が承認する方法 

誕生時に技術的なベースとなったコインの有無とその名称 

（アルトコインのみ） 

LTC 

【
取
引
単
位
・ 

交
換
制
限
】 

取引単位の呼称 DOGE 

保有・移転記録の最低単位 0.00000001 DOGE 

交換可能な通貨又は暗号資産 全て可 

交換制限 ー 

制限内容 ー 

交換市場の有無 あり 

【
連
動
す
る
資
産 

の
有
無
等
】 

価値が連動する資産等の有無 なし 

価値連動する資産等の名称 ー 

価値連動する資産等の内容 ー 

価値連動する資産との交換の可否 ー 

価値連動する資産との交換比率 ー 

価値連動する資産との交換条件 ー 

【
付
加 

価
値
】 

その他の付加価値（サービス）の有無 なし 

付加価値（サービス）の内容 ー 

過去 3 年間の付加価値（サービス）の提供状況 ー 

【
発
行
状
況
】 

発行者 ー 

発行主体の名称 プログラムによる自動発行 

発行主体の所在地 ー 

発行主体の属性等 ー 

発行主体概要 不特定の保有・移転管理台帳記録者による発行プログラムの集団・共有管理 

発行通貨の信用力に関する説明 ・多数の記録者による多数決をもって移転記録が認証される仕組み 

・ブロックチェーンによる保有・移転管理台帳による記録管理と重層化した暗号化技術による記録の保全能力 

・保有・移転管理台帳の公開 

・暗号化技術による保有者個人情報の秘匿性 

発行方法 分散型の価値保有・価値移転の台帳データ維持のための、暗号計算および価値記録を行う記録者への対価・代償として発

行される暗号資産 

発行可能数 発行上限なし 

発行可能数の変更可否 ー 

変更方法 ー 
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変更の制約条件 ー 

発行済み数量 146,700,786,384 DOGE 

今後の発行予定または発行条件 ブロック生成ごとに 10,000DOGE が新たに発行される。 

過去３年間の発行状況 ー 

過去３年間の発行理由 ー 

過去３年間の償却状況 ー 

過去３年間の償却理由 ー 

発行者の行う発行業務に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 ー 

直近時点で行われた監査年月日 ー 

直近時点における監査結果 ー 

【
価
値
移
転
記
録
台
帳
に
係
る
技
術
】 

ブロックチェーン技術の利用の有無 あり 

ブロックチェーンの形式 パブリック型ブロックチェーン 

ブロックチェーン技術を利用しない場合には、その名称 ー 

利用するブロックチェーン技術以外の技術の内容 ー 

価値移転認証の仕組み ・台帳形式 

・価値移転認証を求める暗号データを記録者が解読し、利用者および移転内容の真正性を確認して価値移転記録台帳の記

録を確定する。 

価値記録公開／非公開の別 公開 

保有者個人データの秘匿性の有無 あり 

秘匿化の方法 公開鍵と秘密鍵による暗号化 

価値移転ネットワークの信頼性に関する説明 オープンネットワークの脆弱性に対し、暗号により連鎖する台帳群（ブロックチェーン）および記録者による多数決をも

って移転記録が認証される仕組みを用い、多数の記録者のネットワークへの参加を得ることによって、データ改竄の動機

を排除し、信頼性を確保する。 

【
価
値
移
転
の
記
録
者
】 

記録者の数 誰でも自由に記録者になることができるため総数は変動するが、2024 年 11月 8 日現在 547。 

参考：https://blockchair.com/dogecoin/nodes 

記録者の分布状況 世界中に分布 

記録者の主な属性 誰でも自由に記録者になることができる。 

記録の修正方法 ー 

記録者の信用力に関する説明 記録者による多数の合意がなければ不正が成立せず、記録者が十分に多数であることによって、個々の記録者の信用力に

頼らず、記録保持の仕組みそのものを信用の基礎としている。 

価値移転の管理状況に対する監査の有無 なし 

監査を実施する者の氏名又は名称 ー 

直近時点で行われた監査年月日 ー 

その監査結果 ー 

（統括者に関する情報） ー 

記録者の統括者の有無 ー 

統括者の名称 ー 

統括者の所在地 ー 

統括者の属性 ー 

統括者の概要 ー 

【
暗
号
資
産
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
】 

価値移転ネットワークの脆弱性に関する特記事項 多数の記録者が結託し、あるいは既存の記録者が有する処理能力合計よりも強力な能力を用いることによって、記録台帳

を改竄することができる脆弱性があり、51%攻撃とも呼ばれる。 

発行者の破たんによる価値喪失の可能性に関する特記事項 ー 

価値移転記録者の破たんによる価値喪失の可能性に関する

特記事項 

ー 

移転の記録が遅延する可能性に関する特記事項 マイニングに参加するマイナーが少なくなる、または取引が急激に増加した場合には、移転の記録が遅延する恐れがある。 

プログラムの不具合によるリスク等 に関する特記事項 現時点ではプログラムが適正に機能し、所有データの改竄、同一の Dogecoin の異なる者との取引、複数の所有者が同

一の Dogecoin を同時に保有する状況などの不適切な状態に陥ることを排除しているが、未検出のプログラムの脆弱性

やプログラム更新などにより新たに生じた脆弱性を利用し、データが改竄され、価値移転の記録が異常な状態に陥る可能

性がある。 

過去に発生したプログラムの不具合の発生状況に関する特

記事項 

2013 年、オンライン暗号通貨ウオレットプラットフォームの「Dogewallet」へのハッキングで、オンライン上に保管

されていた推計 2100 万DOGE($12,000 相当)が盗難にあった。 

非互換性のアップデート(ハードフォーク）の状況 ー 

今後の非互換性アップデート予定 ー 

正常な稼働に影響を与えたサイバー攻撃の履歴 ー 

【
流
通
状
況
】 

価格データの出所 出所：CoinMarketCap 

URL：https://coinmarketcap.com/ja/ 

１取引単位当たり計算単価（ドル） $0.1893  

１取引単位当たり計算単価（円） ¥28.94 

ドル/円計算レート 1 ドル/152.93 円(2024/11/8) 

四半期取引数量（協会加盟会員合計） - 

備考   

 

1.本書は、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会（以下「当協会」といいます。）に所属する会員（以下「会員」といいます。）が、その取り扱う暗号資産（以下「取扱暗号資産」といいます。）に関し、本

文書の作成日時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。 

2.本書は、取扱暗号資産に関する情報提供を目的としたものであり、特定の暗号資産の売買・交換等の勧誘や推奨等を目的とするものではありません。暗号資産の売買等については、ご自身の判断と責任によ

り行ってください。 
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3.本書は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性・信頼性・完全性を保証するものではありません。本書に記載された情報の欠落・誤謬等について、当協会がその責を負

うものではありません。 

4.本書は、原則として自由に利用することができます。ただし、会員以外の方が暗号資産の売買・交換等の取引、これらの取引の媒介・取次ぎ・代理等の暗号資産に関連する事業を行う目的で使用することを

禁じます。 

5.本書を利用することによって生じたいかなる損害に対しても、当協会がその責を負うものではありません。 

6.取扱暗号資産は、その開発・管理の状況、政府等による規制や経済社会の情勢などの影響により、その価値が減少することがあり、価値を失う場合もあります。 

7.本書の内容は、予告なく変更又は廃止する場合がありますので、あらかじめご承知おきください。 


